
平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

1

大都市周辺地域にお
ける緑と農地の保全活
用による「緑豊かなま
ちづくり」の推進

高槻東部緑豊かなま
ちづくり検討会

随意契約（企画
競争）

8,177,043 7月2日

高槻市において、地元農家を対象にアンケー
トを実施し、農地保全に係る意向等を把握す
るとともに、当該意向調査を踏まえて適切な
農地保全策等を検討した結果についてとりま
とめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

2

自動車と道路が連携
した円滑、安全・安心
な次世代ＩＴＳの実現
方策に関する検討業
務

自動車と道路が連携
した円滑、安全・安心
な次世代ＩＴＳの実現
方策に関する検討業
務共同提案体
代表者　株式会社三
菱総合研究所

随意契約（企画
競争）

38,902,500 7月3日

１．自動運転に関する取組の最新動向の調
査
２．高速道路上の自動運転を実現するシステ
ムのコンセプト案の検討
３．コンセプト案の実現に必要な検討事項の
整理及びロードマップ案の検討

道路局道路交通管理
課
高度道路交通システ
ム推進室
情報システム係
tel：03-5253-8484

3
高速道路料金施策の
効果・影響関連データ
の整理・分析業務

(株）三菱総合研究
所、
（株）日本能率協会総
合研究所、三菱UFJリ
サーチ＆コンサルティ

随意契約（企画
競争）

29,977,500 7月3日

1.沿道環境の改善効果分析
2.物流効率化の分析
3.観光面での経済効果分析
4.他の交通機関に関連するデータの整理・分
析

道路局高速道路課
事業企画係
tel：03-5253-8500

4
社会構造の変化に対
応した維持管理・更新
方策に係る検討業務

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

11,970,000 7月3日

既往の統計データや既存アンケート調査結果
の分析、施設管理者等へのヒアリング等を実
施し、社会構造の変化に対応した維持管理・
更新方策に係る検討を行った。

総合政策局公共事業
企画調整課
事業調整第二係
tel:03-5253-8111

5
平成２５年度気候変
動による水資源への
影響検討業務

パシフィックコンサルタ
ンツ株式会社

一般競争入札
（総合評価方
式）

9,975,000 7月3日
平成２５年度気候変動による水資源への影
響の検討を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

6

平成２５年度広域的な
流域における健全な
水循環系の構築に関
する調査検討業務

パシフィックコンサルタ
ンツ株式会社

一般競争入札
（総合評価方
式）

8,400,000 7月3日
平成２５年度広域的な流域における健全な水
循環系の構築に関する調査検討を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

7
大規模災害時の船舶
の活用等に関する調

社会システム（株） 一般競争入札 4,982,250 7月3日
大規模災害時における船舶の具体的な活用
促進方策を取り纏めた結果報告書

海事局内航課
ｔｅｌ：03-5253-8622

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日
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8

「地理空間情報の活
用における個人情報
の取扱いに関するガイ
ドライン」及び「地理空
間情報の二次利用促
進に関するガイドライ
ン」に関する利用状況

（株）パブリオ 一般競争入札 425,250 7月3日

地理空間情報の個人情報保護及び二次利
用促進に関するガイドラインについて、地方公
共団体における認知度、利活用状況等に関
するアンケート調査及びヒアリング調査の結果
をとりまとめた報告書

企画部地理空間情報
企画室普及指導係
tel：０２９-８６４-２７４
１

9
災害拠点建築物の設
計法に関する技術情
報収集整理業務

（株）日建設計・日建
設計シビル設計共同
体

一般競争入札
（総合評価方
式）

19,425,000 7月4日

総合プロジェクト研究開発「災害拠点建築物
の機能継続技術の開発」の中で行われた災
害拠点建築物の設計法に関する技術情報の
収集整理及び学識者からの意見聴取を実施
し、また、災害拠点建築物に関する自治体等
からのヒアリングを実施することによって、災害
拠点建築物の使用安全性を継続的に確保す
るための技術的知見等を整理したものであ

国土技術政策総合研
究所建築研究部基準
認証システム研究室
tel：029-864-4387

10
動線データの組合せ
分析に関する整理業
務

（一財）計量計画研究
所

随意契約（企画
競争）

12,999,000 7月4日

１．動線データを用いた交通計画等の活用
シーンへの適用資料の作成、２．動線データ
の組合せ分析方法の整理、３．交通計画等
に適用するための動線データの要件整理、
４．交通計画等への各活用シーンへの適用
可能性を検討するための資料作成、５．交通
情報の基盤整備に関する研究会の運営補助

国土技術政策総合研
究所防災・メンテナン
ス基盤研究センターメ
ンテナンス情報基盤
研究室
tel：029-864-4916

11
観光地域における空
間形成に関する調査
業務　その１

ランドブレイン（株）
随意契約（企画
競争）

8,505,000 7月4日
良質な空間形成のための基本的な取組や課
題解決手法等について検討・整理し、手法を
一般化。

観光庁観光地域振興
部観光地域振興課
tel：03-5253-
8111(内線27-719)

12
鉄筋コンクリート造架
構試験体へのアクチュ
エータ等の着脱業務

山田建物（株） 一般競争入札 1,678,950 7月4日

実大の1/2スケールの鉄筋コンクリート造架構
の静的水平加力実験において、試験体への
加力用アクチュエータ及び反力フレーム等を
取り付け・取り外し作業を行った。

国土技術政策総合研
究所
建築研究部構造基準
研究室
tel：029-864-4307

13

交通分野における高
度な制御・管理システ
ムの総合的な技術開
発の推進

（独）交通安全環境研
究所

随意契約（企画
競争）

30,930,305 7月8日

陸上交通（鉄道等）において利用又は研究開
発されている制御・管理システムを調査・整
理した上で、地上施設を削減・省力化でき、
かつ様々な走行環境下で精度・信頼性を確
保する位置検知技術の開発を行う。

総合政策局　技術政
策課
（内線）２５６２５
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14

都市緑化等による温
室効果ガス吸収源対
策等の次期枠組への
対応方針等検討調査

（公財）都市緑化機構
随意契約（企画
競争）

24,958,500 7月8日
都市緑化等による温室効果ガス吸収量等の
算定及び算定方法の精度向上に向けた検討
についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境技術係
03-5253-8111
（ex.32963）

15
平成２５年度新興諸
国における都市開発
に関する基礎調査

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

22,072,050 7月8日

本調査では、長期的にエコシティ開発のニー
ズが見込める新興国等であるロシア及びインド
を対象として、その社会経済情勢と都市開発
に関する制度について調査するとともに、同じ
くエコシティ開発の海外展開を進めている競
合国の取り組みについて整理を行った報告

都市局
都市政策課
国際係
03-5253-8111
(ex.32225)

16
大都市圏の集約化に
向けた圏域特性調査
検討業務

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

19,981,500 7月8日
大都市圏固有の課題について、課題解決の
ための対応策と大都市圏のあるべき姿につい
ての総合的な検討に係る調査報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32274)

17

平成２５年度海外にお
ける環境共生型都市
開発の評価手法に関
する調査

（株）日建設計総合研
究所

随意契約（企画
競争）

17,976,000 7月8日

新興諸国におけるエコシティ評価に係る基準
及び関連制度の調査を行うとともに、我が国
企業の海外展開に資する指標体系の在り方
について検討を行った報告書。

都市局
都市政策課
国際係
03-5253-8111
(ex.32225)

18

国営公園の有料施設
における民間事業者
等の活用に関する調
査検討業務

デロイト　トーマツ　ファ
イナンシャル　アドバイ
ザリー(株)

随意契約（企画
競争）

15,981,000 7月8日

国営公園の有料施設のうち、当該施設の利
用自体が公園利用の目的となる施設の運営
等について、一定の施設修繕・更新を含む独
立採算事業として成立させる上での課題を整
理及び対応方針を検討等を行う。

都市局
公園緑地・景観課
国営公園維持係
03-5253-8111
（ex.32944）

19
平成２５年度海外都
市開発事業に関連す
る各種制度調査

日本工営(株)
随意契約（企画
競争）

15,960,000 7月8日

ASEAN地域における都市開発への我が国事
業者の参画へ向けた検討に資するため、
ASEAN各国における都市制度・インフラ関連
法制等の基礎的情報を収集・整理した報告
書。

都市局
都市政策課
国際係
03-5253-8111
(ex.32225)

20
都市交通システムの
海外展開の実現化方
策検討調査

（公社）日本交通計画
協会

随意契約（企画
競争）

15,855,000 7月8日

アジアの新興国を対象とした都市交通システ
ム導入プロジェクトに関する調査と、我が国技
術の優位性のPR実施支援業務に関する報告
書

都市局
都市計画課都市計画
調査室
技術企画・環境保全
係
03-5253-8111
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21

都市情報データベー
スを活用した都市の分
析評価に関する検討
調査

（株）日建設計総合研
究所

随意契約（企画
競争）

14,805,000 7月8日

都市情報データベースを活用し、都市構造の
評価手法や行政コスト削減効果算出手法等
について検討を行った結果をとりまとめた報告
書

都市局
都市計画課都市計画
調査室
都市交通係
03-5253-8111
(ex.32674)

22

平成２５年度地理空
間情報の提供・流通に
おける個人情報等の
取扱いに関する検討

株式会社野村総合研
究所

随意契約（企画
競争）

13,999,999 7月8日

多様な主体により整備・提供される地理空間
情報の共有・相互利用促進に向け、特に個
人情報の取扱い等、地理空間情報の取扱い
に関するルールのあり方について検討を行っ

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

23

国営公園における効
果的な運営維持管理
に関する調査検討業
務

（一財）日本緑化セン
タ－

随意契約（企画
競争）

13,797,000 7月8日

国営公園において、民間事業者等の創意工
夫を活かしつつ、国有財産としての適正な維
持管理を前提としながら、入園者数の増、来
園者の満足度の向上等が図られることを目的
として、公園管理者に必要な知見を収集・分
析・整理し、今後必要な取組内容等について

都市局
公園緑地・景観課
国営公園維持係
03-5253-8111
（ex.32944）

24

平成２５年度サイエン
スシティの取組に関す
る効果的な海外情報
発信方策のあり方に関
する調査検討業務

（株）価値総合研究所
随意契約（企画
競争）

11,970,000 7月8日
国内外サイエンスシティの現状等を踏まえ、
効果的な発信方策、ショーケース化手法等
の検討に係る調査報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32273)

25
平成２５年度テレワー
ク推進調査（テレワー
ク人口実態調査）

（一財）計量計画研究
所

随意契約（企画
競争）

11,959,500 7月8日
テレワーク人口実態調査を実施した結果につ
いてとりまとめた報告書。

都市局
都市政策課
03-5253-8111
(ex.32224)

26
広域的な緑地等の保
全・創出のあり方に関
する検討調査業務

（株）プレック研究所
随意契約（企画
競争）

10,962,000 7月8日
「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイ
ン」のフォローアップ及び今後のあり方検討に
係る調査報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32283)

27

平成２５年度琵琶湖の
総合的な保全の推進
と琵琶湖モデルの世
界発信に関する調査
検討業務

(株)日水コン
随意契約（企画
競争）

10,395,000 7月8日
世界に向けて発信する琵琶湖水環境保全の
取り組み等の検討に係る調査報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32283)
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28
大規模地震に備えた
まちづくり方策に関す
る検討調査業務

(株)建設技術研究所
随意契約（企画
競争）

9,975,000 7月8日

今後起きることが予測されている大規模地震
について、地震発生後の市街地の状況・課題
を整理するとともに、大規模地震に備えたまち
づくり方策の検討を行った結果をとりまとめた
報告書

都市局
都市安全課
防災事業係
03-5253-8111
(ex.32354）

29

大都市の国際競争力
強化に向けた適正な
周辺交通機能を確保
した大規模都市開発
促進方策に関する検
討調査

（公社）日本交通計画
協会

随意契約（企画
競争）

9,943,500 7月8日

複数の大規模都市開発が見込まれる地域を
対象とした、都市開発と交通基盤整備を関係
者連携のもと一体的に進める手法および実施
にあたっての課題をとりまとめた報告書

都市局
都市計画課都市計画
調査室
技術企画・環境保全
係
03-5253-8111

30
大都市圏郊外地域に
おけるニーズ把握に関
する調査検討業務

（一財）日本開発構想
研究所

随意契約（企画
競争）

9,933,000 7月8日

三大都市圏郊外を対象に行った、特徴、諸
課題、ニーズの調査を基に、大都市圏郊外に
おいて、推進すべき施策の検討に係る調査
報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32284)

31
官民連携による良好
な景観形成方策検討
調査

(株)都市環境研究所
随意契約（企画
競争）

9,450,000 7月8日
景観行政団体が民間事業者に景観配慮を
求める場合の課題や留意事項、効果的な協
議・調整手法等についてまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観企画係
03-5253-8111
（ex.32984）

32
事業継続地区の整備
促進に向けた事業方
策検討調査業務

(株)野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

8,925,000 7月8日

平常時の環境性能と災害時の業務機能を合
わせて確保する事業継続地区整備推進のた
めの事業方策検討、および有識者からの助
言を受ける検討委員会をとりまとめた報告
書。

都市局
市街地整備課
環境街区係
03-5253-8111
(ex.32744)

33
密集市街地における
市街地整備に関する
検討調査業務

（株）日建設計総合研
究所

随意契約（企画
競争）

8,925,000 7月8日

密集市街地において土地の先行買収や地権
者の受け皿となる住宅整備、街路整備と沿道
不燃化の連携など、事業の促進を図るための
柔軟な対応について、各地方公共団体の密
集地区の実例、改善構想などをもとに検証を
行うとともに、密集市街地の改善につながる都
市開発資金の活用可能性の整理を行った。

都市局
市街地整備課
環境街区係
03-5253-8111
(ex.32744)
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34

集約型都市構造化に
よる公園ストック等の
非建築的土地利用の
適正化に関する検討
調査

(株)オオバ
随意契約（企画
競争）

8,799,000 7月8日

集約型都市構造化を円滑かつ適正に促進す
るため、都市公園ストックの適正化に向けた
各検討を実施するとともに、非建築的土地利
用の一つである時間貸し平面駐車場等につ
いて実態把握調査を通じ、景観面、交通処
理面からの規制誘導方策等を検討するため

都市局
公園緑地・景観課
安全基準指導係
03-5253-8111
（ex.32954）

35

社会経済情勢の変化
に対応した都市緑化
及び緑地の利活用に
関する検討調査

（公財）都市緑化機構
随意契約（企画
競争）

7,990,500 7月8日

人口減少・少子高齢社会における都市の縮
退や農的な土地利用といった課題に緑地制
度の面から対応するため、都市計画制度の
見直し等と連動しつつ、新たな緑地制度のあ
り方や多角的分野と連携した新たな手法等の
検討結果についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境技術係
03-5253-8111
（ex.32963）

36

平成２５年度大深度
地下使用制度の円滑
化に関する調査・検討
業務

パシフィックコンサルタ
ンツ（株）

随意契約（企画
競争）

7,980,000 7月8日
大深度地下使用における安全の確保及び環
境の保全に関する認可審査のための基礎資
料に係る調査報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32264)

37

平成２５年度多様な働
き方の実現等に資す
る都市整備のあり方に
関する調査

みずほ情報総研(株)
随意契約（企画
競争）

7,944,490 7月8日
企業におけるＩＣＴを活用した多様な働き方の
実態調査を実施した結果についてとりまとめた
報告書。

都市局
都市政策課
03-5253-8111
(ex.32224)

38

都市開発事業におけ
る景観形成コストの評
価等に関する検討調
査

(株)都市環境研究所
随意契約（企画
競争）

6,951,000 7月8日

景観行政団体が民間都市開発事業の外観
デザインを規制・誘導する場合に必要となる
留意事項、技術的知見等についてまとめた報
告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観企画係
03-5253-8111
（ex.32984）

39
公園緑地工事積算体
系の管理更新に係る
検討調査業務

（一社）日本公園緑地
協会

随意契約（企画
競争）

4,998,000 7月8日

平成２４年度に改定した公園緑地工事積算
体系について、施工パッケージ型積算方式
（仮称）の試行導入に伴う更新、及び他の土
木工事分野における積算体系の改定内容等
を踏まえた更新に向けた必要な作業等を行

都市局
公園緑地・景観課
国営公園維持係
03-5253-8111
（ex.32944）

40
都市公園等における
官民連携推進に係る
検討調査業務

(株)日本総合研究所
随意契約（企画
競争）

4,977,000 7月8日

平成23、24年度の検討により得られた基本
的な考え方を踏まえ、有識者懇談会の運営
を行いながら作成した、官民連携による都市
公園の魅力向上を図るための方策に関する
ガイドライン（案）。

都市局
公園緑地・景観課
安全基準指導係
03-5253-8111
（ex.32954）
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41

全国都市緑化フェア
の開催効果と今後の
展開に関する検討業
務

（公財）都市緑化機構
随意契約（企画
競争）

4,893,000 7月8日

過去30回開催の緑化フェアの記録データ解
析や現況調査による開催効果の検証結果や
海外事例収集、及び有識者による全国都市
緑化フェア検討会の開催記録と今後の緑化
フェアに対する提言等を取りまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑化推進係
03-5253-8111
（ex.32964）

42

平成２５年度国土利
用計画（全国計画）の
モニタリングに関する
調査・分析業務

社会システム株式会
社

一般競争入札 3,407,250 7月8日

国土利用の質的状況を表す各点検項目につ
いてのデータ収集、ＧＩＳの活用による視覚化
等を行い、国土利用の質的状況についてのモ
ニタリングを実施した。

国土政策局総合計画
課
国土管理企画室
03-5253-8359

43
鉄筋コンクリート造架
構実験に係わる実験
補助業務

(有)中村商事
随意契約（少額
随契）

945,000 7月8日

実大の1/2スケールの鉄筋コンクリート造架構
の静的水平加力実験において、計測機材、
センサー類の設置・配線および加力時の試験
体ひび割れ観察ならびに材料試験の補助作
業を行った。

国土技術政策総合研
究所
建築研究部構造基準
研究室
tel：029-864-4307

44

平成２５年度 まち・住
まい・交通の創蓄省エ
ネルギー化モデル構
築支援事業

（株）日本総合研究所
随意契約（企画
競争）

19,967,174 7月9日

有識者及び国土交通省関係部局による支援
を実施した結果、全国で５地域においてまち・
住まい・交通の一体的な創蓄省エネルギー
化の構想が策定された。また、策定された構
想を環境ポータルサイト内で公表し、全国的
な普及促進を図った。更に、国土交通省関
係部局における各種支援メニュー・手法を同
サイト内で体系的に整理し、公表した。

総合政策局環境政策
課
国土環境第二係
tel：03-5253-8111
（内線24342）

45

新設住宅着工戸数、
既存住宅流通戸数及
び空き家戸数の中長
期推計に関する調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

随意契約（企画
競争）

14,775,285 7月9日

本業務では、新設住宅着工戸数、既存住宅
流通戸数及び空き家戸数について、世帯の
住替え行動特性を反映させた推計モデルを、
家族類型別、利用関係別、建て方別、地域
別等需要側の要因をより詳細に分析を行い、
また、景気変動における金利動向やGDPな
ど、新設住宅着工戸数に影響を与えるいくつ
かの要因を用いた推計モデルを作成し、今後
の住宅政策、住宅投資、住宅産業のあり方を
検討立案していくうえでの基礎資料を得ること

住宅局住宅政策課住
宅経済第一係
内線39-234
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46
平成25年度 歩行者
移動支援に係る技術
情報の検討調査

（株）建設技術研究所
随意契約（企画
競争）

13,755,000 7月9日

歩行者移動支援サービスにおける、視覚障が
いに対する情報提供の方法について、ニーズ
調査と技術情報の収集・調査を実施し、実現
可能性を検討するとともに今後取り組むべき
課題や方向性について検討を行った。また、
災害時における歩行者移動支援サービスの
活用方策について検討を行った。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

47
平成25年度山村境界
基本調査（北海道北
見市）に関する業務

（株）八州 一般競争入札 12,075,000 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

48
平成25年度山村境界
基本調査（岩手県盛
岡市）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 8,106,000 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

49
平成25年度山村境界
基本調査（山形県山
形市）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 8,106,000 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

50
平成25年度山村境界
基本調査（山形県飯
豊町）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 8,053,500 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

51

平成２５年度 歩行者
移動支援サービスの
導入促進に向けた方
策等の検討調査

（株）パスコ
随意契約（企画
競争）

7,980,000 7月9日

歩行空間ネットワークデータを含むデータや
サービスを提供するアプリケーションの公開に
ついて具体的な方法を検討するなど、歩行者
移動支援サービスの導入及び普及の促進方
策を検討することにより、「歩行者移動支援
サービスの導入に関するガイドライン（案）」の
改訂版を作成した。さらに、ICTを活用した歩
行者の移動支援に関する勉強会の運営補助
を行ったほか、現地事業実施者の横断的な

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

52
平成25年度山村境界
基本調査（岩手県山
田町）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 7,707,000 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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53
平成25年度山村境界
基本調査（秋田県羽
後町）に関する業務

（株）青秋 一般競争入札 7,560,000 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

54
平成25年度山村境界
基本調査（岩手県奥
州市）に関する業務

（株）日豊 一般競争入札 4,725,000 7月9日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

55

平成25年度山村境界
基本調査（岐阜県高
山市上宝）に関する業
務

（株）ジオ 一般競争入札 20,475,000 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

56
平成２５年度地下水の
実態把握及び図面化
に関する検討業務

アジア航測株式会社
随意契約（企画
競争）

11,991,231 7月10日

国土調査法に基づく水調査として、水流、涵
養量、水質等の地下水の情報を地図及び簿
冊にとりまとめるため、地下水の実態把握及
び図面化に関する既存調査や関連資料等を
収集・整理するほか、利用ニーズを踏まえた
地下水の地図化の検討を行った。

国土政策局
国土情報課　専門調
査官（国土調査担当）
tel：03-5253-8353

57

平成25年度山村境界
基本調査（富山県立
山町その２）に関する
業務

（株）飛州コンサルタン
ト

一般競争入札 10,489,500 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

58
海岸保全施設の適切
な維持管理・更新に
関する検討業務

（一財）沿岸技術研究
センター

随意契約（企画
競争）

10,290,000 7月10日
海岸保全施設の維持管理の実施方法及び
優良事例並びに老朽化対策のコスト縮減事
例の収集・整理、現マニュアルの改訂案を作

港湾局海岸・防災課
港湾物流維持係
tel：03-5253-8111

59
平成２５年度地下水
管理方策検討業務

国際航業株式会社
一般競争入札
（総合評価方
式）

10,185,000 7月10日 平成２５年度地下水管理方策の検討を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

60
平成２５年度水源の有
効利用方策に関する
調査検討業務

株式会社建設技術研
究所

一般競争入札
（総合評価方
式）

9,450,000 7月10日
平成２５年度水源の有効利用方策に関する
調査検討を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

61
平成25年度山村境界
基本調査（福島県塙
町）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 7,108,500 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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62
平成25年度山村境界
基本調査（新潟県刈
羽村）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 6,678,000 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

63
平成25年度山村境界
基本調査（新潟県魚
沼市）に関する業務

大輝測量（株） 一般競争入札 6,132,000 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

64
平成25年度山村境界
基本調査（栃木県茂
木町）に関する業務

（株）都市開発コンサ
ルタント

一般競争入札 5,701,500 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

65
平成25年度下水汚泥
等の資源有効利用状
況に関する調査業務

（株）日本能率協会総
合研究所

一般競争入札 5,659,500 7月10日

下水汚泥等の資源有効利用状況に関するア
ンケート（平成24年度実績）を収集・整理し、
下水汚泥等の有効利用状況及びその経年変
化に関するデータの確認・整理・集計・分析を

水管理・国土保全局
下水道部下水道企画
課
tel:03-5253-

66

平成25年度山村境界
基本調査（岐阜県高
山市青屋）に関する業
務

南測量設計（株） 一般競争入札 5,208,000 7月10日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

67

滋賀県大津市長等1，
中央3、中央4区域に
おける平成２５年度都
市部官民境界基本調
査業務

（株）日建技術コンサ
ルタント

一般競争入札 12,470,000 7月11日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

68

滋賀県大津市平野5、
膳所6区域における平
成２５年度都市部官
民境界基本調査業務

（株）日建技術コンサ
ルタント

一般競争入札 10,269,000 7月11日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

69
平成25年度総合防災
対策のための広域的
な津波分析調査業務

一般財団法人国土技
術研究センター

随意契約（企画
競争）

8,326,500 7月11日

津波浸水想定で対象とする津波の選定を支
援するため、日本海側を中心に文献調査・ヒ
アリング調査等を行った。
また、得られた知見等を基に、有識者検討会
を開催し、想定すべき地震・津波の規模につ
いて検討を行った。

水管理・国土保全局
砂防部保全課海岸室
tel:03-5253-
8111(内線：36323)
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70
自然環境活用拠点の
構築に関する実証調
査

日の出町
随意契約（企画
競争）

7,854,000 7月11日

日の出町において、開発が見込めなくなった
大規模な住宅開発予定地を自然環境活用
拠点として整備や管理を行うため、ワーク
ショップの開催を通じて調査・検討した結果に
ついてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

71
都市内緑地における
生物多様性に関する
調査業務

（株）建設環境研究所
随意契約（企画
競争）

7,234,500 7月11日
東京近郊の条件の異なる都市公園等におい
て、鳥類及び昆虫類の生息・生育状況、植生
構造等を調査した。

国土技術政策総合研
究所
防災・メンテナンス基
盤研究センター緑化
生態研究室
tel：029-864-2742

72
平成２５年度水源地
域活性化手法分析業
務

中央開発株式会社
一般競争入札
（総合評価方
式）

3,853,500 7月11日
平成２５年度水源地域活性化手法の分析を
行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課水源地域振興室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１３１４）

73
岩手県奥州市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

第一航業（株） 一般競争入札 3,360,000 7月11日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

74
平成２５年度不動産
価格指数（住宅）の改
善に関する調査等業

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

29,998,500 7月12日
不動産価格指数（住宅）について、試験運用
の結果も踏まえ、推計手法の改善等を実施
する。

土地・建設産業局参
事官室調査係長
内線30-214

75
東京都杉並区におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

一般社団法人東京公
共嘱託登記土地家屋
調査士協会

一般競争入札 12,600,000 7月12日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

76
平成２５年度シームレ
スアジア実現に向けた
推進方策検討調査

株式会社野村総合研
究所

随意契約（企画
競争）

9,996,000 7月12日

人流・物流の観点から、主に交通基盤を対象
に、グローバル需要の取り込みを促進する、
新たな国土構造へ再構築するための方策及
び効果を検討した。

国土政策局
総合計画課 国土基
盤班
tel：03-5253-8357

77

平成２５年度多様な主
体による国土管理及
び国土管理コストに関
する検討調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

随意契約（企画
競争）

9,995,370 7月12日

人口減少や高齢化が進展する中、国土を健
全な状態で長期的に管理していくためには、
多様な主体による管理の推進が必要となるこ
とから、その基礎情報となる多様な主体の協
働と参加による管理の実態整理や管理コスト
の推計・試算等を実施した。

国土政策局総合計画
課
国土管理企画室
03-5253-8359
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78

平成２５年度自然資
本の活用の観点から
の生態系ネットワーク
形成の推進に関する
調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

随意契約（企画
競争）

8,999,009 7月12日

国土の多面的な機能が発揮された生態系
ネットワークの形成を一層推進するため、既存
学術研究等のレビューや専門家へのヒアリン
グ等により、わが国における生態系ネットワー
クの形成に関するレビューを行い、国内外に
おける最新の状況や知見も踏まえつつ、課題
の整理や今後の方向性について検討した。

国土政策局総合計画
課
国土管理企画室
03-5253-8359

79

平成２５年度水資源
開発水系における都
市用水使用水量等の
動向に関する調査業

株式会社建設技術研
究所

一般競争入札
（総合評価方
式）

8,400,000 7月12日
平成２５年度水資源開発水系における都市
用水使用水量等の動向に関する調査を行
う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課
０３－５２５３－８１１１

80

平成２５年度不動産
価格指数（商業用不
動産）の整備に向けた
検討業務

（株）三井住友トラスト
基礎研究所

随意契約（企画
競争）

7,980,000 7月12日
不動産価格指数（商業用不動産）について、
利用すべきデータ及び推計手法について検
討を行う。

土地・建設産業局参
事官室調査係長
内線30-214

81
山形県上山市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）八州 一般競争入札 3,990,000 7月12日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

82
宮崎県高鍋町におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）中庭測量コンサ
ルタント

一般競争入札 3,465,000 7月12日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

83
平成25年度中部圏広
域地方計画分析評
価・推進業務

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング（株）

随意契約（公
募）

7,980,000 7月16日

中部圏広域地方計画の各プロジェクトの進捗
状況について評価と課題を取りまとめ、プロ
ジェクト推進に寄与する事業を実施。さらに、
モニタリング手引書を改訂し中間評価にあ
たっての評価方法等について検討を行うもの

中部地方整備局
建政部計画管理課
予算係
tel:052-953-8571

84
STCW条約第Ⅰ章第8
規則に基づく資質基
準外部監査等委託業

（一財）日本海事協会 一般競争入札 6,279,000 7月16日
STCW条約第Ⅰ章第8規則に基づき資質基
準について外部監査を行い、その評価結果を
取り纏めた報告書

海事局海技課
tel:03-5253-8649

85
環境不動産の普及促
進に向けた委員会等
実施業務

（株）三井住友トラスト
基礎研究所

随意契約（企画
競争）

4,620,000 7月16日

環境不動産(主にオフィスビル等の商業用不
動産を対象とする)の拡大・普及に寄与するた
め、委員会及びワーキンググループを立ち上
げ、情報提供や調査等を実施する。

土地・建設産業局参
事官室情報分析係
内線30-244

86

既成住宅市街地にお
ける既存住宅の日照・
採光水準の評価に関
するケーススタディ等
業務

（株）市浦ハウジング
＆プランニング

一般競争入札
（総合評価方
式）

13,650,000 7月17日

①日照水準のシミュレーション測定に関する
ケーススタディ、②採光水準のシミュレーショ
ン測定に関するケーススタディ、③日照及び
採光の要求水準を確保できる敷地条件の分
析整理を行った。

国土技術政策総合研
究所
住宅研究部住宅性能
研究官
tel：029-864-3943



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

87
マンション管理に係る
施策の調査検討業務

株式会社社会空間研
究所

随意契約（企画
競争）

5,995,500 7月17日

本業務では、管理組合が機能していないマン
ション（建物の老朽化、管理の担い手の減
少、管理への無関心化を背景に適正に維持
修繕・管理がなされていないマンション）につ
いて、専門家を活用した管理方式（マンション
管理等に精通した区分所有者以外の者を管
理者や理事長、役員等として選任し、マンショ
ンの管理を行う方法）の導入や、適正な維持
修繕の必要性がますます高まることから修繕
積立金に関する実態について調査を行うとと
もに、東日本大震災の経験を踏まえ災害時に
避難先として活用が可能なマンションの実態
について調査し、マンションにおける快適な居
住環境確保と、資産価値の維持・向上を図る

住宅局市街地建築課
マンション政策室調査
指導係
内線39-683

88
都市公園等整備現況
調査業務

開発エンジニアリング
(株)

一般競争入札 4,179,000 7月17日
全国の都市公園等の現況に関する基礎情報
の収集及びとりまとめを行った結果についての
報告書。

都市局
公園緑地・景観課
安全基準指導係
03-5253-8111
（ex.32954）

89
平成２５年度離島の交
流推進支援調査業務

株式会社ニューズ
ベース

一般競争入札 10,479,000 7月18日

「島と島の交流」、「島と都市との交流」、「島と
海外との交流」をコンセプトとして、全国の離島
が一体となって離島の持つ魅力をＰＲするた
めに、大都市において離島住民が参加をする
大規模な交流事業（アイランダー）を開催し

国土政策局
離島振興課
Ｔｅｌ：03-5253-8421

90
地方都市における遊
休不動産の利活用促
進に関する調査

（株）日本経済研究所
随意契約（企画
競争）

6,825,000 7月18日

家守事業等の遊休不動産の利活用を促進
する手法について、事業スキーム等の情報の
収集整理、事業の実施プロセスの分析等を
踏まえ、事業推進上の課題を整理し、事業関
係者等への情報提供のための資料としてとり

土地・建設産業局企
画課政策第二係
内線30-644

91
自転車等を活用した
総合交通体系の整備
のあり方に関する調査

（株）ナビット 一般競争入札 748,650 7月18日

自転車等に関する各種統計資料の整備状況
を把握し、及び自転車等統計資料の活用手
法を検討するとともに、総合交通計画等の立
案に有益な統計資料に係る方向性を検討し
た。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-113）

92

三重県伊勢市東大淀
町・村松町区域におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業
務

（株）かんこう 一般競争入札 17,083,500 7月19日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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93

マクロ経済モデルを用
いた不動産市場とマク
ロ経済に関する計量
分析業務

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

14,490,000 7月19日

土地政策の効果等を検証するため、消費に
おける資産効果等について分析を行うととも
に、その分析結果等に基づき、平成２４年度
までに構築したマクロ経済モデルを改良するこ
と等により、不動産市場とマクロ経済が相互に
及ぼす影響について計量的な分析を行う。

土地・建設産業局企
画課調査係
内線30-655

94

最近の経済社会情勢
の分析等を通じた土
地政策に関する調査
分析業務

国立大学法人政策研
究大学院大学

随意契約（企画
競争）

11,377,548 7月19日

不動産の利用価値の向上等を通じた豊かな
国民生活の実現に向け、我が国の新たな土
地政策の方向性について検討するための基
盤として、平成21年度の国土審議会土地政
策分科会企画部会報告「土地政策の中長期
ビジョン（国民生活を豊かにする不動産のあり
方ビジョン）」以降に必要とされている土地政
策上の課題に関する幅広い情報収集や調

土地・建設産業局企
画課政策第一係
内線30-635

95
平成25年度　人にや
さしいブリッジ検討業
務

（株）日本海洋科学 一般競争入札 11,287,500 7月19日

人にやさしいブリッジの普及に向け先進的なト
ラックコントロールシステムの調査及び有効性
の検証を行い、業務内容、業務結果等につい
て取り纏めた報告書

海事局安全政策課
tel：03-5253-8631

96

平成２５年度国土管
理の視点からの土地
所有者明確化に関す
る検討調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

随意契約（企画
競争）

10,999,065 7月19日

所有者不明の土地増加に伴う利用可能な国
土面積の減少という懸念に対する基礎情報を
得るため、所有者明確化に関する既存制度
の実施状況・課題の把握、土地所有者の把
握が困難になることにより追加的に発生するコ
ストの試算等を実施した。

国土政策局総合計画
課
国土管理企画室
03-5253-8359

97
公害の防止に関する
調査研究

（独）海上技術安全研
究所

随意契約（競争
性なし）

10,611,583 7月19日
船舶観測による広域サンゴモニタリングに関
する研究をとりまとめた報告書

海事局海洋・環境政
策課　ｔｅｌ：03-5253-
8636

98
平成２５年度　地方・
中小建設企業の海外
進出支援事業

（株）佐藤総合研究所
随意契約（企画
競争）

10,500,000 7月19日

専門家等によるアドバイザリー事業を実施す
るとともに、地方・中小建設企業の経営者層
に対し海外進出する際に必要な知識を身に
つけてもらう「海外展開経営塾」を開催した。

土地・建設産業局国
際課国際調整第二係
内線30-724

99

三重県伊勢市有滝町
区域における平成２５
年度都市部官民境界
基本調査業務

（株）ジオ 一般競争入札 9,450,000 7月19日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

100

神奈川県伊勢原市
（南側地区）における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

神奈川調査設計（株） 一般競争入札 9,366,000 7月19日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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101

三重県伊勢市東豊浜
町、樫原町区域にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

（株）怡土 一般競争入札 7,140,000 7月19日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

102
平成２５年度　我が国
建設企業の海外展開
促進業務

一般社団法人　海外
建設協会

随意契約（企画
競争）

6,368,586 7月19日

インドネシアにおいて、我が国建設企業が有
する耐震・免震技術などの優れた建設技術
の紹介等を通じ、両国の建設産業の交流促
進を図るために建設会議を開催した。

土地・建設産業局国
際課国際調査係
内線30-713

103
公園における樹木管
理技術の体系的整理
業務

（一財）公園財団
随意契約（企画
競争）

4,914,000 7月19日

公園に植栽されている樹木の更新方法と、利
用形態の異なる公園内の樹林地管理方法に
ついて、既存文献及び関連事例等を基にして
体系的に整理したものである。

国土技術政策総合研
究所
防災・メンテナンス基
盤研究センター緑化
生態研究室
tel：029-864-2742

104

大分県津久見市にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

東亜建設技術（株） 一般競争入札 4,725,000 7月19日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

105

平成２５年度　我が国
建設業者によるベトナ
ムへの展開に資する
日本国内における現
地人材育成方策等調

一般財団法人　建設
業振興基金

随意契約（企画
競争）

3,675,000 7月19日

これまでの調査業務等の成果を踏まえ、日本
の建設企業等により構成される検討委員会を
開催し、建設分野における技能実習をより効
率化・高度化するための方策を調査・検討し
た。

土地・建設産業局国
際課国際調査係
内線30-713

106
平成25年度インド現
地での情報発信・市場
動向調査事業

（株）ＪＴＢコミュニケー
ションズ

随意契約（企画
競争）

14,997,000 7月22日

・インド市場において観光庁のために現地市
場情報の収集、現地旅行会社等に対する情
報提供等を行うコンタクトポイントを設置・運営
・インド市場動向に関する分析業務

観光庁参事官（日本
ブランド発信・外客誘
致担当）室
tel：03-5253-
8111(内線 27-507)

107
平成25年度山村境界
基本調査（岐阜県白
川町）に関する業務

（株）三栄コンサルタン
ト

一般競争入札 4,147,500 7月22日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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108

高齢者向け住宅に係
る情報提供及び事前
説明のあり方に関する
調査業務

株式会社長谷工総合
研究所

随意契約（企画
競争）

22,999,000 7月24日

2025年には団塊の世代が後期高齢者になるなど、今
後社会の一層の高齢化の進展が見込まれる中、高齢
者が安心して暮らし続けることができる住まいを確保す
ることが重要である。
このような状況のもと、平成23年に創設されたサービス
付き高齢者向け住宅制度は、一定の登録要件に適合
する住宅をサービス付き高齢者向け住宅として登録し、
登録事項について情報開示を行うものである。登録事
項を見ると、例えば家賃、床面積、提供サービスの種
類、併設施設の有無などについて、多様な住宅が供
給・登録されている。また、高齢者の住まいとしては、
サービス付き高齢者向け住宅だけでなく、有料老人
ホームや介護保険施設（特別養護老人ホーム等）など
多様な類型があり、高齢者がこれらの中から高齢期の
住まいを選択できるよう、高齢者への住まい・サービス
に関する、より一層の適切な情報提供が求められてい
る。
高齢者が具体の住まいの選択をする際には、事業者等
から住まいやサービスの内容について事前に説明を受
け、ニーズにあった住まいの選択を行うことが望ましい。
その際、事業者としても入居後のトラブル防止の観点か
ら、高齢者の立場に立ったわかりやすい説明が求めら
れる。また、専門的知識や経験の少ない高齢者が、提
供された情報を正しく理解して住まいを選択できるよう、
相談体制の充実が求められている。
本調査は、高齢者の住まいやサービス利用に関する
ニーズが多様化するなか、高齢者の適切な選択を支
援するため、高齢者への住まい・サービスに関する適切
な情報提供や事前説明、相談体制のあり方に関する

住宅局安心居住推進
課高齢者住宅指導係
内線39-855

109
歴史的風致を支える
保全技術の効果に関
する調査業務

（株）プランニングネット
ワーク

随意契約（企画
競争）

6,951,000 7月24日

歴史的風致維持向上計画認定都市における
計画内容や各種制度の活用状況等に関する
情報収集を行うとともに、歴史的価値の高い
土木施設等に係る伝統的工法を調査し、地
域の歴史的風致に寄与する土木施設等の保
全技術及びその効果について整理したもので

国土技術政策総合研
究所
防災・メンテナンス基
盤研究センター緑化
生態研究室
tel：029-864-2742

110
訪日外国人旅行者向
け免税制度に関する
基礎調査

（公財）日本交通公社
随意契約（少額
随契）

833,242 7月25日
訪日外国人向けの免税制度を検証するた
め、日本滞在中の購入商品・購入目的を調
査した。

観光庁観光戦略課
tel：03-5253-
8111(内線27-209)

111
離島の交通支援のた
めのシームレス小型船
システムの開発

（独）海上技術安全研
究所

随意契約（企画
競争）

45,240,000 7月26日

離島交通において、EV式バスの動力源、客
室運転席等を簡易型フェリーとして供用する
ことにより、交通結節点におけるバリアフリー化
を図るとともに、利便性向上を通じて観光振
興も推進するため、シームレス小型船システ

総合政策局　技術政
策課
（内線）２５６２５
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112

コンテナクレーンの耐
震化技術及び維持管
理技術の向上による
国際競争力強化の研
究開発

（一財）港湾荷役機械
システム協会

随意契約（企画
競争）

39,819,150 7月26日

巨大地震への対応として、コンテナクレーンの
耐震化促進のため、新たな発想に基づくク
レーンの免震機構の研究開発を実施する。ま
た、高額なコンテナクレーンについては、延命
化のニーズに対応しこれの技術開発として鋼
構造密閉部分の溜水に起因する内面腐食を
検査する非破壊検査装置の基礎技術を開発

総合政策局　技術政
策課
（内線）２５６２５

113
機上の乱気流事故防
止システムに対する信
頼性評価の研究開発

（独）宇宙航空研究開
発機構

随意契約（企画
競争）

32,666,824 7月26日

運行中に突発的に発生する上空の乱気流を
予め感知し航空事故等を回避するシステム
（ドップラーライダー）を実用化するために、旅
客機搭載に際してシステムの信頼性判定、安
全性確認、耐空性審査を行う上で必要となる
技術の開発を行う。

総合政策局　技術政
策課
（内線）２５６２５

114

海洋鉱物資源開発に
おける交通運輸分野
の技術開発に関する
研究

（独）港湾航空技術研
究所

随意契約（企画
競争）

30,601,420 7月26日

海洋鉱物資源開発の一連のプロセスにおい
て適用・応用可能と考えられる交通運輸技術
を抽出し、各要素技術についてその適用可能
性を検討するとともに、新たな技術開発課題
についての検討等を行う。

総合政策局　技術政
策課
（内線）２５６２５

115

沿道騒音対策策定の
ためのインテリジェント
化されたアコース
ティックイメージングシ
ステムの実用化研究

（独）交通安全環境研
究所

随意契約（企画
競争）

26,551,662 7月26日

沿道騒音について音源別に寄与率の評価を
行い、対策すべき優先順位をつけることを可
能とすることを目的とし、従来の環境騒音とし
ての騒音計測ではなく、個々の騒音源を分離
して計測し、音源別に系統立てて評価を行う
ことが可能なシステムの構築を行う。

総合政策局　技術政
策課
（内線）２５６２５

116

人口減少期における
大都市圏整備の推進
に関する調査検討業
務

（一財）計量計画研究
所

随意契約（企画
競争）

15,970,500 7月26日
人口減少に伴う、今後の大都市圏における望
ましい整備推進のありかたや具体的な整備推
進手法の検討に係る調査報告書

都市局
都市政策課
大都市戦略企画室
03-5253-8111
(ex.32274)

117

平成２５年度地理空
間情報のデータの一
元的な提供のあり方
等に関する調査

株式会社野村総合研
究所

随意契約（企画
競争）

11,970,000 7月26日

災害時の地理空間情報の共有やＧＩＳの利活
用における課題を、宮城県多賀城市における
実証等を通じて整理し、地方公共団体を対
象とした「震災・大規模災害対応における地
理空間情報／ＧＩＳの利活用マニュアル」を作

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

118

富山県高岡市高岡2-
1区域における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

（株）中部コンサルタン
ト

一般競争入札 11,235,000 7月26日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）
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契 約
締 結 日

119

諸外国における多様
な主体による地域の
課題解決等に向けた
国土政策及び地域振
興等分析調査

一般財団法人日本開
発構想研究所

随意契約（企画
競争）

9,996,000 7月26日

わが国の国土政策における多様な主体による
地域の課題の解決等に向けた施策や支援体
制の構築に向けた検討に資するよう、諸外国
における中央政府や地方政府の取り組みや
検討状況等について整理・分析を行った。

国土政策局
総務課 企画室
tel：03-5253-8352

120

富山県高岡市高岡2-
4区域における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

建設技研コンサルタン
ツ（株）

一般競争入札 9,660,000 7月26日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

121

富山県高岡市高岡2-
2区域における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

北建コンサル（株） 一般競争入札 9,450,000 7月26日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

122

富山県高岡市高岡2-
5区域における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

（株）新日本コンサルタ
ント

一般競争入札 8,925,000 7月26日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

123

他地域講師招致によ
る数寄屋等建築技術
の職人育成研修実施
方策の実践的検討

小田原市
随意契約（企画
競争）

6,954,380 7月26日

小田原市で職人育成研修の試験的実践を
行い、持続的な運営に向けて必要な知見や、
職人、行政、数寄屋等建築所有者を含む一
般市民を含めた多様な主体が行う役割分担
等を提示し、まとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

124

富山県高岡市高岡2-
3区域における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

（株）北日本ジオグラ
フィ

一般競争入札 4,725,000 7月26日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

125

管口カメラ点検と展開
広角カメラ調査及びプ
ロファイリング技術を用
いた効率的管渠マネ
ジメントシステムの実

管清工業株式会社・
株式会社日水コン・八
王子市共同研究体

随意契約（公
募）

199,264,800 7月29日
下水道革新的技術実証事業（平成25年度
採択、管渠マネジメントシステム

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水道
研究室
tel：029-864-3343

126
栄養塩除去と資源再
生（リン）・革新的技術
実証研究

水ｉｎｇ・神戸市・三菱
商事アグリサービス共
同研究体

随意契約（公
募）

40,005,000 7月29日

平成24年度に下水道革新的技術実証事業
として採択された栄養塩除去と資源再生（リ
ン）革新的技術について引き続き普及展開の
ために必要なデータ収集しその結果を整理し
たものである。

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５
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締 結 日

127
平成25年度　道路空
間のオープン化に関す
る調査検討業務

財団法人道路環境・
道路空間研究所・セン
トラルコンサルタント株
式会社　共同提案体

随意契約（企画
競争）

25,725,000 7月29日

１．道路空間のオープン化の制度変更に係る
検討
２．道路空間のオープン化に関する事例の調
査
３．道路空間のオープン化の推進に係る調査
４．道路占用制度緩和のフォローアップ
５．道路空間のオープン化に関する資料作成

道路局環境安全課道
路環境調査室計画係
tel:03-5253-8497

128

富山県滑川市滑川西
部地区における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

（株）上智 一般競争入札 16,695,000 7月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

129
小笠原諸島における
今後の振興開発のあり
方に関する調査

株式会社三菱総合研
究所

随意契約（企画
競争）

10,999,800 7月29日

小笠原諸島は、平成23年度には世界自然遺
産に登録され、その自然環境の保全等の必
要性が高まる一方、同年の東日本大震災発
生時に島内に被害が発生したことを踏まえ、
南海トラフ地震等の大規模災害に対する対
応も急務となっていることから、同諸島を取り
巻く新たな課題について調査・検証を行うとと
もに、今後の振興開発の方針について検討

国土政策局
特別地域振興官 小
笠原振興係
tel：03-5253-8424

130

大阪府豊中市新千里
南町１丁目・2丁目区
域における平成２５年
度都市部官民境界基
本調査業務

ＭＯＧコンサルタント
（株）

一般競争入札 6,247,500 7月29日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

131

神奈川県伊勢原市
（北側地区）における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（有）富士測量事務所 一般競争入札 5,880,000 7月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

132

滋賀県草津市Ｂ地区
における平成２５年度
都市部官民境界基本
調査業務

（株）ユーズ 一般競争入札 2,338,350 7月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

133

滋賀県草津市Ｃ地区
における平成２５年度
都市部官民境界基本
調査業務

（株）ユーズ 一般競争入札 2,338,350 7月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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契 約
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134

大阪府藤井寺市にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

（株）イシヤマエンジニ
アリング

一般競争入札 1,680,000 7月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

135
既存戸建て木造住宅
の設計仕様に関する
データ収集・整理業務

（株）ファインコラボ
レート研究所

一般競争入札
（総合評価方
式）

20,580,000 7月30日

既存住宅の性能評価の基礎となる設計仕様
（使用材料や部材構成等）を住宅各部の特
徴から推定する知識ベースの構築に向けた
実態データの取得及び技術資料の整備を目
的に、中小工務店等が建築した既存戸建て
木造住宅の設計仕様のデータ収集、既存戸
建て木造住宅の主体・各部構法別のデータ

国土技術政策総合研
究所
住宅研究部住宅情報
システム研究官
tel：029-864-3943

136
平成25年度山村境界
基本調査（島根県津
和野町）に関する業務

高津川森林組合 一般競争入札 13,650,000 7月30日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

137
平成25年度公共測量
に関する課題の調査
業務

（公社）日本測量協会
随意契約（公
募）

9,975,000 7月30日
公共測量作業規程の準則について、測量技
術の動向を踏まえた現況課題の調査及び外
部有識者の検討結果を取りまとめた報告書

企画部技術管理課専
門職
tel：０２９-８６４-８２９

138

平成25年度山村境界
基本調査（島根県隠
岐の島町）に関する業
務

（株）トーワエンジニアリ
ング

一般競争入札 9,765,000 7月30日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

139

平成25年度山村境界
基本調査（大阪府河
内長野市）に関する業
務

（株）中央測量 一般競争入札 9,336,600 7月30日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

140

家財整理等の利用条
件整備による潜在的
町家等利用喚起の試
行による事業化検討
等

長浜まちづくり（株）
随意契約（企画
競争）

6,925,850 7月30日

利用されていない町家等について、家財整理
や清掃等を代行するサービスを試行的に実
施し、その効果検証から本格実施に向けた課
題の解決策、事業採算性確保方策等につい
てとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）
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141

建築士等が災害時に
歴史的価値保全復旧
手法を提示する活動
のためのマニュアル整
備と、当該活動への参
加意識調査を通じた
マニュアルの実用性

（公社）静岡県建築士
会

随意契約（企画
競争）

6,424,510 7月30日

災害時に専門家を派遣する派遣調整や、専
門家が行う被害状況調査、歴史的価値保全
復旧手法のマニュアルを作成し、これをアン
ケートによってより実用性を高めようとした結果
についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

142
平成25年度山村境界
基本調査（鳥取県日
南町）に関する業務

日進測量（株） 一般競争入札 5,239,500 7月30日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

143
平成25年度山村境界
基本調査（大分県津
久見市）に関する業務

（株）大高開発 一般競争入札 5,208,000 7月30日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

144
平成25年度山村境界
基本調査（宮崎県椎
葉村）に関する業務

（株）アップス 一般競争入札 4,473,000 7月30日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

145

京町家等保全のため
の専門家と所有者の
双方登録データベー
ス整備の実践と課題
検証

特定非営利活動法人
古材文化の会

随意契約（企画
競争）

4,031,980 7月30日

町家の専門家と所有者の双方が登録する
データベースを整備し、その過程から検討し
た有効に機能するデータベース設計手法や、
寄付収集による持続的な運営の可能性につ
いてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

146

伝統的外観を保全す
る防風垣（間垣）の新
工法開発と維持管理
作業の支援体制検討

輪島市
随意契約（企画
競争）

3,300,000 7月30日

伝統的な防風垣である間垣について、伝統
工法が持つ外観上の特徴も備えた新しい工
法の試験設置検証や、間垣の維持管理作業
の体験会を通じた協力人員登録制度の整備
についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

147

浮体式洋上風力発電
施設の安全ガイドライ
ン策定等のための研
究開発

（独）海上技術安全研
究所、（国）東京大学

随意契約（企画
競争）

33,049,782 7月31日

浮体式洋上風力発電施設を安全かつ効率
的にモニタリングするための手法を開発した上
で、Ｈ２４年度に作成した安全ガイドライン（暫
定案）と統合して最終化させるために取り纏め

海事局海洋・環境政
策課　ｔｅｌ：03-5253-
8636
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148

飛来物による外装材
の耐衝撃性能に関す
る情報収集及び試験
実施業務

（株）風工学研究所
随意契約（企画
競争）

24,675,000 7月31日

総合プロジェクト研究開発「災害拠点建築物
の機能継続技術の開発」の中で行われた飛
来物による衝撃を受ける建築物外装材につ
いて、国内外の試験法や評価法に関する基
準や研究事例に関する情報を整理し、屋根
ふき材や外壁を対象とした実験を実施し、耐
衝撃性能について得られた技術的知見を整

国土技術政策総合研
究所建築研究部基準
認証システム研究室
tel：029-864-4387

149

神奈川県鎌倉市にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

（株）中庭測量コンサ
ルタント

一般競争入札 17,839,500 7月31日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

150

大阪府豊中市城山
町、東寺内町、豊南
町等区域における平
成２５年度都市部官
民境界基本調査業務

（株）八州 一般競争入札 16,800,000 7月31日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

151
千葉県芝山町におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

三和航測（株） 一般競争入札 12,600,000 7月31日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

152

都市の命と暮らしを支
える三富平地林の伐
採と活用に関する実
証調査

三富平地林保全活用
協議会

随意契約（企画
競争）

10,563,000 7月31日

三富地域内の土地利用調査、平地林の現況
調査や農地所有者の意向調査等を行うととも
に、多様な団体の参加による薪の利活用の
社会実験を行い、平地林の持続可能な維持
管理の仕組みづくりを検討した結果についてと
りまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

153
世田谷区農地保全重
点地区の農地等保全
方策モデル実証調査

世田谷区農地保全推
進協議会

随意契約（企画
競争）

9,949,800 7月31日

世田谷区の農地保全重点地区２地区等を対
象に、農業・農地の価値を多面的機能の視
点から指標化する方法の検証や、地域特性
に応じた農地保全策の検討に加えて、参加・
体験型イベントを通じた区民参画による農地
等の保全・活用のあり方の検討等の結果につ
いてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

154

平成２５年度　アジア
における建設・不動産
分野の法律・制度整
備支援に向けた調査

一般社団法人　海外
建設協会

随意契約（企画
競争）

8,397,765 7月31日

ベトナム・ミャンマーにおける現地関係機関等
との意見交換等を通じ、相手国の法律・制度
整備に係る我が国への支援ニーズの把握及
び今後重点的に取り組むべき内容の検討を
行った。

土地・建設産業局国
際課国際企画係
内線30-733
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155

調達可能な建材によ
る歴史的建造物修理
工法の試験施工や耐
久性検査等を通じた
開発

特定非営利活動法人
しらかわ建築サポート
センター

随意契約（企画
競争）

6,999,540 7月31日

平成24年度に試験施工した真壁造りによる
修理箇所の劣化状況を検証し、大壁造りによ
る新修理工法についての研究開発を行い、こ
れに必要な安定的な建材調達体制整備に向
けた課題等をとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

156

伝統的空間（こみせ
等）維持のための収益
利用方策の地域外を
含めた提案募集による
検討等

黒石市
随意契約（企画
競争）

6,567,520 7月31日

「こみせ」「かぐじ」といった伝統的空間維持に
資する収益利用方策の提案を募集し、地域
住民がその実現性等をどのように認識するか
を把握し、地域の将来のあり方について議論
活性化を検証した結果をまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

157

マンションと地域の共
助による防災力強化
のための具体的方策
に関する調査業務

(株)工業市場研究所
随意契約（企画
競争）

6,287,820 7月31日

自然災害時におけるマンションと地域の共助
について、マンション管理会社、デベロッパー
等の取組の現状・意識を把握し、平成24年
度の管理組合と地域の現状・意識の把握結
果とあわせ、マンションと地域の共助による地
域防災力強化のあり方・方策に関して調査し

国土交通政策研究所
研究担当
Tel：03-5253-8816

158

歴史的価値と現代的
価値の双方からの建
築物評価をもとにした
地域のあり方共通認
識形成の試行等

山王町家再生協議会
随意契約（企画
競争）

6,020,490 7月31日

山王地区の特徴的外観要素を残しつつ現代
生活にも対応した改修案を提示し、その町並
みイメージについて地域外の人が価値を感じ
るか等を調査したうえで、地域のあり方につい
ての共通認識形成を図った結果をとりまとめ
た報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

159

現代の建材流通と施
工技術に適合した「な
まこ壁土蔵」の修理工
法の試験施工等を通
じた開発等

特定非営利活動法人
チャチャチャ２１

随意契約（企画
競争）

4,788,790 7月31日

現代に流通する代用材を使って伝統的な「な
まこ壁」に近い外観により修理する工法の開
発と、その工法による収益性の高い用途での
利用を前提とした改修案を検討した結果等を
とりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）
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160

観光案内や休憩所等
としての空き家の試験
的利用による課題抽
出及びその継続実施
の可能性検討

国府地区まちづくり協
議会

随意契約（企画
競争）

4,563,380 7月31日

実際に空き家等を借り上げて来訪者に観光
案内等のサービスを提供する施設として試験
的に利用し、その過程で得られる課題や継続
実施の実現可能性の検討を行った結果等を
とりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

161
平成25年度山村境界
基本調査（富山県立
山町）に関する業務

日協測量設計（株） 一般競争入札 4,410,000 7月31日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

162
埼玉県越谷市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）アタル開発 一般競争入札 4,357,500 7月31日 平成２６年度７月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

163

「農」をテーマとした都
市型観光資源と連携
したまちづくり特性分析
調査

立川市
随意契約（企画
競争）

1,993,740 7月31日

立川市において、地域の交流拠点となる
ファーマーズセンターの来訪者等への意識調
査により、拠点施設のまちづくりへの活用方策
等について検討するとともに、周辺施設との連
携による普及啓発活動の実施により効果的な
普及啓発のあり方について検討した結果につ
いてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

164
既存住宅の再調達原
価に係る調査実施等
業務

一般財団法人建設物
価調査会

随意契約（競争
性なし）

997,500 7月31日

本業務では、中古住宅のあるべき建物評価
手法に係る基準・指針の作成のため、機能と
実態に合わせた再調達原価の精緻化に資す
る、建物の部分別価格の単価・構成比及び
補正値等の基礎資料を得ることを目的とし、
建物の部分別科目の整理や住宅標準モデル
の設定・分析、実例データによる単価と構成
費の分析等を行うことを目的としている。

住宅局住宅政策課
内線39-215

165

下水道長期計画（下
水道ビジョン2100）見
直しに関する検討業
務

（株）日水コン
随意契約（企画
競争）

9,954,000 8月1日

下水道長期計画策定以後の下水道行政の
取り組みを評価するとともに、長期計画をより
充実させ、今後の下水道政策を発展させてい
くため、下水道長期計画（下水道ビジョン
2100）の見直しに関する検討を行った。

水管理・国土保全局
下水道部下水道企画
課
tel:03-5253-
8111(内線：34133)



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

166
平成２５年度むつ小川
原開発推進調査

株式会社日本経済研
究所

随意契約（企画
競争）

6,300,000 8月5日

むつ小川原開発地区の特質を踏まえ、多様
なエネルギー等をテーマにした研修・学習観
光先としての新たな展開方策に関する調査検
討を実施するとともに、同地区における今後の
新たな産業・雇用誘発を図るべく、当地区内
外に立地する企業等の取組の現況・ニーズ
把握等の実施により、既存の事業活動をベー
スとした産業集積の可能性について調査・検

国土政策局
広域地方政策課 調
整班
tel：03-5253-8364

167

平成２５年度 ベトナム
における建設技能実
習の効率化・高度化に
向けた入国前の取組
に係る調査検討業務

（一社）日本機械土工
協会

随意契約（企画
競争）

2,992,500 8月5日

建設分野におけるベトナム人に対する技能実
習をより効率化・高度化する観点から実施さ
れるべき入国前研修に係る仕組みについて,
調査及び検討のうえ、報告書の取りまとめを
行った。

総合政策局国際政策
課国際市場整備推進
官
tel：03-5253-8314

168

平成２５年度地球温
暖化防止等環境保全
に関する先進動向等
調査業務

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

32,917,500 8月6日

まち・地域づくりにおける再生可能エネルギー
等のベストミックスの検討やヒートアイランド対
策に資するデータ・分析システムの検討、また
海外における環境負荷低減技術の実態調査
等を実施するとともに、再生可能エネルギー
等の導入を通じた地域活性化策に関する提

総合政策局環境政策
課
国土環境第二係
tel:03-5253-8111
（内線24-342）

169
下水熱利用による低
炭素まちづくりのモデ
ル構築支援業務

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

16,222,500 8月6日
下水熱利用による低炭素まちづくりのモデル
構築を支援するとともに、下水熱利用推進協
議会の運営を実施した。

水管理・国土保全局
下水道部下水道企画
課
tel:03-5253-

170

専門工事業者等に対
する新たな評価手法、
登録基幹技能者の活
用及び学校・教育訓
練機関との連携等に
よる担い手の確保・育
成に関する調査・検討
業務

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

15,015,000 8月6日

本業務は、「担い手確保・育成検討会」におい
て検討されているテーマのうち、「専門工事業
者等の新たな評価手法（専門工事業者等評
価制度）」、「登録基幹技能者の更なる普及」
及び「技能労働者に係る教育訓練の新たな
展開」について必要な調査・検討を行うことに
より、建設産業における担い手確保・育成策
の具体化を進めることを目的とする。

土地・建設産業局建
設市場整備課建設振
興第一係
内線24-815

171

平成２５年度新たな地
理空間情報の活用技
術に係わる課題等に
関する調査

国立大学法人東京大
学

随意契約（企画
競争）

13,860,000 8月6日

地理空間情報に関する技術・サービスの活用
に向けた課題、方策等について検討した。特
に①屋内外のシームレスな測位環境の整
備、②公共空間の三次元空間データの整備・
提供、③地理空間情報に関わる技術・データ
を活用したサービス・アプリケーション等につい

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353
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172

大阪府大阪市東淀川
区その１区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）淀川アクテス 一般競争入札 16,233,000 8月7日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

173

データ蓄積の効率化
に向けた既存住宅の
材料・構法の取得方
法に関する調査業務

（株）ファインコラボ
レート研究所

随意契約（企画
競争）

14,952,000 8月7日

既存住宅の性能評価に必要な設計情報（住
宅各部位の形状、部材構成、使用材料の情
報）並びに劣化実態を、電子化による情報活
用技術を援用しノートパソコンやタブレット端末
で効率的にデータを取得しデータベースへと
蓄積する事を目的に、現場で用いことが出来
るデータ蓄積手法の確立と、当該方法を用い
て試行的な実地検査及びその効率性の検証

国土技術政策総合研
究所
住宅研究部住宅生産
研究室
tel：029-864-3958

174
北極海航路の利活用
に関する調査検討業
務

北日本港湾コンサルタ
ント・野村総合研究所
共同体

随意契約（企画
競争）

14,896,389 8月7日
北極海航路に関する基礎資料を収集すると
ともに、北極海航路の利用動向、経済性等に
ついて調査・検討を行う。

総合政策局　海洋政
策課
（内線）２４３６４

175

兵庫県南あわじ市に
おける平成２５年度都
市部官民境界基本調
査業務

（株）パスコ 一般競争入札 14,280,000 8月7日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

176

木材を利用した官庁
施設の整備コスト抑制
に関する調査検討業
務

（株）ファインコラボ
レート研究所

随意契約（企画
競争）

13,860,000 8月7日
近年の木造で整備された建築物の調査を行
うなど、建設費低減の手法を収集、整理し、
設計・施工上の留意点の検討を行った。

官庁営繕部整備課木
材利用推進室木造企
画係
tel：03-5253-8949

177

地域における海洋管
理の動向等を踏まえ
た沿岸域の総合的管
理のあり方等に関する
調査検討業務

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

11,997,930 8月7日

地方自治体における沿岸域の利用・管理等
の実態等に関する基礎資料を収集・整理し、
沿岸域の総合的管理の推進方策等について
調査・検討を行う。
併せて、海洋調査産業及び海洋情報産業の
実態等に関する基礎資料を収集・整理し、適
正な海洋管理に資する海洋調査の推進方策
及び海洋情報の利活用方策について調査・
検討を行う。

総合政策局　海洋政
策課
（内線）２４３６４

178

大阪府大阪市東淀川
区その２区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）淀川アクテス 一般競争入札 10,353,000 8月7日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越
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179
測量成果の活用方策
検討調査業務

国土情報（株） 一般競争入札 10,290,000 8月7日

国土調査法第１９条５項指定制度を活用して
地籍整備に活用するため、測量成果を収集
し追加的に必要となる作業の調査や効果的
な申請方法を検証。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

180
シェアハウス等におけ
る契約実態等に関す
る調査

株式会社アルテップ
随意契約（企画
競争）

6,972,000 8月7日

ひとつの賃貸物件に親族ではない複数の者
が共同で生活するいわゆるシェアハウスなどと
呼ばれる物件が、若年層を中心に注目を集
めている。住宅に対するニーズが多様化し、
市場において様々な居住形態が提案される
中で、これまで住宅局が施策対象としていな
かったシェアハウス等の実態を調査し、今後
の住宅政策を検討していくことが必要となって
いる。
本調査では、平成23年度に実施した「民間賃
貸住宅における共同居住形態に係る実態調
査」の結果を踏まえつつ、特にシェアハウス等
と呼ばれる賃貸物件における契約実態を中
心に調査するとともに、あわせて物件の概要
や入居者像についても調査し、課題整理等を
行うことにより、今後の住宅施策を展開してい

住宅局住宅総合整備
課企画指導係
内線39-274

181
GPS機能による位置情
報等を活用した観光
行動の調査分析業務

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

69,981,528 8月8日
位置情報を活用し、来訪者の行動・動態につ
いて調査・分析し、地域の取組に反映する手
法を構築。

観光庁観光地域振興
部観光地域振興課
tel：03-5253-
8111(内線27-707)

182

大阪府大阪市東淀川
区その６区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）八州 一般競争入札 12,054,000 8月8日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

183

大阪府大阪市此花区
区域における平成２５
年度都市部官民境界
基本調査業務

（株）ＧＩＳ関西 一般競争入札 11,886,000 8月8日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

184

大阪府大阪市西区・
西成区区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）淀川アクテス 一般競争入札 11,634,000 8月8日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越
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185

大阪府大阪市東淀川
区その３区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）淀川アクテス 一般競争入札 10,353,000 8月8日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

186

平成２５年度情報化
施工の活用による建
設生産システムの高
度化検討業務

（一社）日本建設機械
施工協会

随意契約（企画
競争）

8,925,000 8月8日

情報通信技術を活用した施工技術（情報化
施工）について、公共工事全体に普及促進さ
せるために、これまでの情報化施工推進戦略
に基づく試験施工の調査の整理・分析、情報
化施工に係る動向調査及び情報化施工の一
層の効果向上のための検討を行った。

総合政策局公共事業
企画調整課
施工企画係
tel:03-5253-8111

187

大阪府大阪市東淀川
区その５区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（有）富田測量設計 一般競争入札 8,347,500 8月8日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

188
ニューツーリズム普及
促進モデル事業

（株）日本能率協会総
合研究所

随意契約（企画
競争）

14,994,000 8月9日
ニューツーリズム実施事業者・地域が行うべ
き効果的且つ効率的なプロモーション手法に
ついて検証を実施した。

観光庁観光地域振興
部観光資源課
tel：03-5253-
8111(内線27-803)

189

大阪府大阪市西成区
その２区域における平
成２５年度都市部官
民境界基本調査業務

（株）かんこう 一般競争入札 14,763,000 8月9日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

190

大阪府大阪市西成区
その１区域における平
成２５年度都市部官
民境界基本調査業務

（株）かんこう 一般競争入札 14,227,500 8月9日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

191

平成２５年度地理空
間情報を活用した安
全安心・生活支援プロ
ジェクト検討業務

株式会社野村総合研
究所

随意契約（企画
競争）

13,440,000 8月9日

公益性の高いサービス分野での新事業の創
出・展開を目的に、岡山県瀬戸内市において
生活支援サービス創出に向けたワークショッ
プを開催するとともに、地域が抱える様々な課
題の解決や新しい事業の創出・展開に地理
空間情報やＧＩＳを活用するための手引きを作

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

192
大阪府河南町におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）パスコ 一般競争入札 13,230,000 8月9日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

193

大阪府大阪市西成区
その３区域における平
成２５年度都市部官
民境界基本調査業務

（株）かんこう 一般競争入札 13,135,500 8月9日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越
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194

平成２５年度地方公
共団体における地理
空間情報の高度活用
促進に関する業務

株式会社三菱総合研
究所

随意契約（企画
競争）

12,000,000 8月9日

国土交通省が開発・公開してきた「GIS高度活
用促進プログラム」を東京都稲城市と島根県
において試行するとともに、全国の地方公共
団体において一層活用してもらうため、研修の
企画・準備等の具体的な方法をわかりやすく
整理した手引き等を作成した。

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

195

平成25年度地理空間
情報の共有・相互利
用促進に関する調査
業務

（株）価値総合研究所
随意契約（企画
競争）

11,907,000 8月9日

様々な機関で整備している地理空間情報を
検索、入手、利用できる環境の整備につい
て、産学官の有識者による委員会等を開催・
運営し、技術的検討及び運用ルール検討等
を実施した結果について取りまとめた報告書

企画部地理空間情報
企画室専門職
tel：０２９-８６４-６００
７

196

大阪府大阪市東住吉
区その２区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

日本振興（株） 一般競争入札 11,865,000 8月9日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

197

平成２５年度地域情
報の共有・活用による
地域活性化プロジェク
ト検討業務

国際航業株式会社
随意契約（企画
競争）

11,613,000 8月9日

地域の情報を共有・活用することにより地域
活性化を図る取組として、民間分野において
普及しつつあるエリアマーケティングGISの考え
方を公的分野に応用した「地理空間情報を
活用したソーシャル・マーケティングサービス」
について、大阪市北区の駐輪場対策を例に

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

198

平成２５年度観光等
地域資源情報の整
備・発信プロジェクト検
討業務

株式会社パスコ
随意契約（企画
競争）

11,602,500 8月9日

沖縄県において、観光等地域資源情報と
刻々と変化するリアルタイムな現地情報（気
象情報等）を一元的に集約・管理・発信する
サービスを試行した。更に、ARアプリ等による
多言語対応した情報提供についても試行し、
他地域に参考となる知見を整理した。

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

199

大阪府大阪市東住吉
区その１区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

菅根測量（株） 一般競争入札 7,875,000 8月9日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

200

鉄道に関する技術上
の基準を定める省令
第81条（車両の附属
装置）等に関する調査

（一社）日本鉄道車両
機械技術協会

一般競争入札 5,244,960 8月9日

平成23年石勝線列車脱線事故の同種事故
の再発防止及び迅速な避難誘導を目的とし
て、現状の技術基準における課題や問題点
等について調査検討したもの。

鉄道局技術企画課
tel:03-5253-8111
（内40744)
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201

不動産市場の国際化
及び多様な評価ニー
ズに対応した不動産
鑑定評価基準等のあ
り方の検討業務

公益社団法人　日本
不動産鑑定士協会連
合会

随意契約（企画
競争）

4,994,850 8月9日

不動産鑑定評価における不動産市場の国際
化及び多様な評価ニーズへの対応を更に進
める観点から、現行の不動産鑑定評価基準
等で見直すべき課題について、実務家の知
見を踏まえた解決策の整理を行う。

土地・建設産業局企
画課鑑定評価指導室
鑑定評価基準係
内線30-333

202

平成２５年度「企業の
ＤＩ等調査及び土地の
所有・利用に関する意
向調査」

（株）タイム・エージェン
ト

一般競争入札 4,767,000 8月9日

上場企業及び大企業に対する「土地取引に
関する意向調査」と、中小企業も含む「土地
所有・利用状況に関する意向調査」を行い、
それぞれの調査結果を基に企業全体の土地
取引に関する意向等を整理する。

土地・建設産業局参
事官室情報分析係
内線30-244

203
大阪府堺市における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）オーエス 一般競争入札 4,200,000 8月9日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

204
マンションの所有者等
に対するニーズ調査
業務

株式会社野村総合研
究所

随意契約（企画
競争）

1,995,000 8月9日

本業務では、管理組合が機能していないマン
ション（建物の老朽化、管理の担い手の減
少、管理への無関心化を背景に適正に維持
修繕・管理がなされていないマンション）につ
いて、マンションの管理等に関する諸論点に
ついて、所有者等がどのようなニーズを有して
いるのかを把握するために調査し、マンション
における快適な居住環境確保と資産価値の
維持・向上を図ることを目的とするものであ

住宅局市街地建築課
マンション政策室調査
指導係
内線39-683

205

高度な画像認識技術
を活用した効率的な
管路マネジメントシステ
ム技術に関する技術
実証事業

日本下水道事業団・
日本電気株式会社・
船橋市共同研究体

随意契約（公
募）

199,615,500 8月12日
下水道革新的技術実証事業（平成25年度
採択、管渠マネジメントシステム）

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水道
研究室
tel：029-864-3343

206

平成２５年度水循環
可視化システムの活
用等による多様な水
源確保の検討調査業
務

リバーフロント研究所・
地圏環境テクノロジー
共同提案体

随意契約（企画
競争）

21,000,000 8月12日
平成２５年度水循環可視化システムの活用
等による多様な水源確保の検討調査を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

207

平成２５年度水資源に
関わる中長期計画改
定に向けた調査検討
業務

パシフィックコンサルタ
ンツ株式会社

随意契約（企画
競争）

13,965,000 8月12日
平成２５年度水資源に関わる中長期計画改
定に向けた調査検討を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）
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208
下水道革新的技術の
普及促進方策検討業
務

（公財）日本下水道新
技術機構・(株)日水コ
ン共同提案体

随意契約（企画
競争）

39,711,000 8月13日
平成23年度下水道革新的技術実証事業に
おいて実証・評価された技術について、普及
を促進するための基礎資料をとりまとめた。

水管理・国土保全局
下水道部下水道企画
課
tel:03-5253-

209

平成２５年度 福島県
（福島市）地区ユニ
バーサル社会に対応
した歩行者移動支援
に関する現地事業実

（株）環境総合テクノス
随意契約（企画
競争）

7,980,000 8月13日

福島県福島市地区において歩行者移動支援
サービスを導入し、次年度以降も継続的に
サービス提供をする運用体制や、ビジネスモ
デルを構築するための現地事業を実施した。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

210

平成２５年度 兵庫県
（豊岡市）地区ユニ
バーサル社会に対応
した歩行者移動支援
に関する現地事業実

（株）オリエンタルコン
サルタンツ

随意契約（企画
競争）

7,770,000 8月13日

兵庫県豊岡市地区において歩行者移動支援
サービスを導入し、次年度以降も継続的に
サービス提供をする運用体制や、ビジネスモ
デルを構築するための現地事業を実施した。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

211

北陸地方における既
成市街地再編のため
の整備のあり方検討業
務

（株）日本海コンサルタ
ント

簡易公募型プロ
ポーザル方式

4,935,000 8月13日

本業務は、既成市街地の再編に関する北陸
地方における取り組み状況や国土交通省各
課が掲げる個々の制度・事業等を調査・整理
した上で、北陸地方にふさわしい既成市街地
再編のあり方を検討し、北陸地方の地方公共
団体が取り組む既成市街地再編に役立てる
ことを目的とする。

北陸地方整備局 建
政部 都市・住宅整備
課 企画調査係
tel：025-280-8755

212

平成２５年度フィリピン
における訪日旅行促
進事業及び現地での
情報発信・市場動向
調査事業

（株）ＡＡＢ
随意契約（企画
競争）

29,999,900 8月16日

・現地市場情報の収集、現地旅行会社等に
対する情報提供等を行う臨時コンタクトポイン
トを設置・運営
・招請事業
・セミナー開催
・共同広告事業

観光庁参事官（日本
ブランド発信・外客誘
致担当）室
tel：03-5253-
8111(内線 27-525)

213

平成２５年度　地域に
おける教育・研究開発
機関等と連携した活
性化方策に関する調
査

株式会社価値総合研
究所

随意契約（企画
競争）

6,989,850 8月16日

多種多様な教育・研究開発機能等を担う大
学等を地域の重要な知的・人的資源ととら
え、地元自治体・企業等と連携することによ
り、地域の新たな魅力、産業・雇用の創出等
に寄与するような形での地域活性化の方策に
ついて調査分析を行った。

国土政策局
総合計画課地域・移
転班
03-5253-8365

214

戸建木造住宅の躯体
に生じる劣化・損傷の
発現リスク算定等に関
する調査業務

（株）アルセッド建築研
究所

随意契約（企画
競争）

35,700,000 8月19日

築年数が浅い事例を含めた戸建て木造住宅
の解体・改修物件の調査を通じて、駆体に生
じた劣化・損傷の発現傾向をデータ化・分析
すると共に、劣化リスクを算定するためのロ
ジックと、現況把握時において重点的に点検
すべき部位・部分等について整理を行った。

国土技術政策総合研
究所
住宅研究部住宅生産
研究室
tel：029-864-3958
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215
民間活用を想定した
公営住宅の事業収支
に係るモデル的検討

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

随意契約（企画
競争）

24,885,000 8月19日

国土強靭化の推進が重要な政策テーマとし
て掲げられる中、公営住宅ストックの維持管
理・更新等も、喫緊の課題の一つとされてい
る。
限られた予算の範囲で公営住宅ストックの適
切な維持管理・更新等を行うためには、民間
活用の新たな枠組みの検討も含めた議論が
不可避である。本調査では、今後の公営住宅
ストックの維持管理・更新等に向けた具体的
方策の一つとして、民間活用に向けた新たな

住宅局住宅総合整備
課企画計画係
内線39-844

216
公営住宅等におけるコ
ミュニティの形成の取
り組みに係る検討調査

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

随意契約（企画
競争）

9,975,000 8月19日

公営住宅における居住者の高齢化の進行や
単身世帯の増加が予測される中、今後一層
増加の恐れがある単独世帯等のコミュニティ
からの断絶等について、世帯構成や暮らし
方・住まい方の変化など、背景となる社会実
態や今後の見通しについて検討調査を行う。
また、コミュニティ形成の取り組みの実例につ
いて検証を実施し、共住型の住宅の整備や
生活支援施設の併設など、公営住宅等にお
けるハード面の観点からのコミュニティ形成に
向けた取り組みのあり方について検討を行う。

住宅局住宅総合整備
課企画計画係
内線39-844

217
平成25年度地理情報
標準に関する調査業
務

（公財）日本測量調査
技術協会

随意契約（公
募）

8,400,000 8月19日

地理情報標準プロファイル（JPGIS）の改正に
向けた国際標準化機構（ISO）の地理情報標
準に関する専門委員会（ISO/TC 211)及び
地理情報の日本工業規格(JIS）に関する動
向調査の結果を取りまとめた報告書

企画部技術管理課国
際標準係
tel：０２９-８６４-１７４
０

218

効率的な住宅セーフ
ティネット施策に資す
る「定期借家制度を活
用したビジネスモデル」
に関する実態調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

随意契約（企画
競争）

7,991,445 8月19日

定期借家制度と、住み替えや資産の有効活
用などの既存民間住宅ストックの有効活用を
目的とした施策との連携を図ることにより、民
間住宅を活用した重層的な住宅セーフティ
ネットの構築に資するようなビジネスモデルに
関し、現行制度の枠組み・市場等の実態調
査を行うとともに、今後の事業可能性を広範
に検討し、有効な事業モデルを提案すること

住宅局住宅総合整備
課企画計画係
内線39-844

219
東北圏広域地方計画
推進検討業務

（株）福山コンサルタン
ト

指名競争入札 6,195,000 8月19日
東北圏広域地方計画の推進に向けて、東日
本大震災による影響を踏まえた計画見直しや
フォローアップに関する検討等を実施。

企画部企画課地方計
画係
TEL:022-225-2171
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220
受入環境整備サポー
ター派遣事業に関す
る調査

（特非）ＳＣＯＰ
随意契約（企画
競争）

2,570,000 8月19日

日本在住の外国人を受入環境整備サポー
ターとして地域に派遣して、地域の観光資源
に関する評価を実施、受入環境整備が遅れ
ている部分の明確化を行う。

北陸信越運輸局企画
観光部観光地域振興
課
tel：025-285-9181

221
官民連携による公共
施設の集約化・再配
置のあり方検討業務

みずほ総合研究所
（株）

随意契約（企画
競争）

34,965,000 8月20日

公共施設の集約化・再配置に官民連携手法
を活用するための方策を検討すると共に、公
共施設に関して整備が必要となる施設情報
等のイメージを取りまとめた。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

222
混合型公共施設等運
営事業のあり方検討
業務

（株）日本経済研究所
随意契約（企画
競争）

34,479,900 8月20日

公共施設等運営権制度について、独立採算
型事業とサービス購入型事業を併せて行う、
いわゆる混合型事業を実施する際の課題・論
点を抽出し、対応策を検討した。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

223

公共施設の老朽化対
策・長寿命化に資する
包括的民間委託のあ
り方検討業務

横浜ウォーター（株）
随意契約（企画
競争）

29,977,500 8月20日

公共施設の老朽化対策や長寿命化にも資す
る、公共施設の維持管理等の複数業務を包
括して民間事業者が実施する包括的民間委
託のあり方について検討した。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

224
地域公共交通におけ
る官民連携方策検討
業務

（株）日本総合研究所
随意契約（企画
競争）

24,990,000 8月20日
地域公共交通における官民の役割を再定義
するとともに、官民連携手法を活用する上で
の課題を整理し、その対応策の検討を行っ

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

225

官民連携による防災・
減災対策に資するエリ
ア開発のあり方検討業
務

復建調査設計（株）
随意契約（企画
競争）

19,950,000 8月20日
公共施設やその周辺地域の魅力向上を図
り、かつ防災・減災対策にも資する官民連携
によるエリア開発のあり方について検討した。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

226

多様な民間事業者の
公共施設等運営権活
用事業への参入促進
検討業務

（株）野村総合研究所
随意契約（企画
競争）

19,901,962 8月20日

公共施設等運営権制度を活用する事業への
多様な民間事業者の参入を促進するため、
海外事例調査を踏まえ、促進方策を整理・分
類した。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

227
既存ストックを活用し
た都市浸水対策等検
討業務

（株）日水コン
随意契約（企画
競争）

9,922,500 8月20日

集中豪雨等の特性の分析や最新の知見を踏
まえた超過確率年の算定手法の検討、降雨
の実態把握、既存ストックを活用した都市浸
水対策の検討等を行った。

水管理・国土保全局
下水道部流域管理官
tel:03-5253-
8111(内線：34315)

228
建築物の地震記録分
析プログラム作成業務

（株）構造計画研究所 一般競争入札 9,765,000 8月20日

建築物の地震記録から自動的に波形分析を
行い、指定されたフォーマット等に基づき分析
結果のデジタルデータと複数のグラフ等を出
力するプログラムを作成した。

国土技術政策総合研
究所建築研究部評価
システム研究室
tel：029-864-4874
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229

農と共存した都市計
画の手法検討による、
緑あふれるゆとりある
都市環境の創出

明石市
随意契約（企画
競争）

4,005,960 8月20日

明石市の市街化区域内農地について、農地
を保全・活用する区域と宅地化を促進する区
域に区分により生産緑地制度の導入を検討
するとともに、現行の都市計画制度を複合的
に活用した土地利用コントロール手法につい
て検討した結果についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

230
通訳案内士制度の見
直しに係る調査

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

18,961,005 8月21日
ニューツーリズム実施事業者・地域が行うべ
き効果的且つ効率的なプロモーション手法に
ついて検証を実施した。

観光庁観光地域振興
部観光資源課
tel：03-5253-
8111(内線27-803)

231

超過災害の発生シナリ
オを構築する標準的
手法とリスク・影響度
の分析業務

日本工営（株）
随意契約（企画
競争）

11,865,000 8月21日

防災関係機関の担当者等が超過外力による
自然災害の発生シナリオを構築し、これに基
づき防災対策を検討できるよう、超過的な外
力によって発生する災害発生シナリオの標準
的となる手法を提供するためのツールキットの
作成を行い、このツールキットを活用したケー
ススタディを行うとともに、超過外力による災
害が発生した場合に国土交通省が所管する
施設に関連する被災リスクと影響度の分析を

国土技術政策総合研
究所防災・メンテナン
ス基盤研究センター
国土防災研究室
tel：029-864-3245

232

今後の水環境保全に
貢献する解析・管理手
法等に関する調査検
討業務

（公社）土木学会
随意契約（企画
競争）

7,854,000 8月21日
公共用水域及び下水道施設における化学物
質等の挙動解析や今後期待される下水道シ
ステムの管理手法等について検討を行った。

水管理・国土保全局
下水道部流域管理官
tel:03-5253-
8111(内線：34315)

233

石製模型を活用した
実験等を通じた私有
石橋の点検、修理工
法の検討

宇佐市
随意契約（企画
競争）

7,359,560 8月21日

実際に使用されている石で石橋模型を作成
し、これを活用した実験により、私有石橋の所
有者が実施できる修理や点検手法をマニュ
アルとして提示したうえで、石橋の保全体制
等についてまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

234

官民協働した魅力ある
観光地の再建・強化
事業に関する効果検
証及び広報活動業務
（変更契約）

（株）ＪＴＢコミュニケー
ションズ

随意契約（企画
競争）

15,797,000 8月22日
地域のお土産とバイヤーを結びつけ、お土産
を発掘するための品評会とシンポジウムによる
お土産フォーラムを開催することを追加した。

観光庁観光地域振興
部観光資源課
tel：03-5253-
8111(内線27-806)

235

大阪府大阪市東住吉
区その３区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）ＧＩＳ関西 一般競争入札 13,786,500 8月22日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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236

大阪府大阪市旭区そ
の１区域における平成
２５年度都市部官民
境界基本調査業務

（株）八州 一般競争入札 13,650,000 8月22日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

237

大阪府大阪市旭区そ
の２区域における平成
２５年度都市部官民
境界基本調査業務

（株）ＧＩＳ関西 一般競争入札 13,387,500 8月22日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

238

平成２５年度 島根県
（松江市）地区ユニ
バーサル社会に対応
した歩行者移動支援
に関する現地事業実

特定非営利活動法人
プロジェクトゆうあい

随意契約（企画
競争）

8,022,000 8月22日

島根県松江市地区において歩行者移動支援
サービスを導入し、次年度以降も継続的に
サービス提供をする運用体制や、ビジネスモ
デルを構築するための現地事業を実施した。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

239

大阪府寝屋川市にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

林測量技術コンサルタ
ント（株）

一般競争入札 2,247,000 8月22日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

240
将来的な商品化に向
けた観光資源磨きの
モデル調査業務

近畿日本ツーリスト
（株）

随意契約（企画
競争）

79,997,505 8月23日
国が将来的な商品化に向けた基礎的な取組
を実証し、商品化への方向性を示すための検
証を実施した。

観光庁観光地域振興
部観光資源課
tel：03-5253-
8111(内線27-822)

241

必要な法定福利費の
確保による社会保険
等の加入徹底方策に
関する調査業務

新日本有限責任監査
法人

随意契約（企画
競争）

19,950,000 8月23日

本事業においては、社会保険等への加入の
原資となる法定福利費が内訳明示された標
準見積書の活用を促進するための方策の調
査検討等を通じて、下請建設企業が必要な
法定福利費を確保し、社会保険等への加入
徹底を図ることを目的とする。

土地・建設産業局建
設市場整備課労働適
正化係
内線24-828

242

平成２５年度　地方部
における新たなライフ
スタイルの実現に関す
る調査

みずほ情報総研株式
会社

随意契約（企画
競争）

10,633,245 8月23日

多様なライフスタイル選択が可能な社会の実
現の観点から、地方部における地域資源と都
市部のニーズを組み合わせた地域イノベー
ションによる新たなライフスタイルの実現に向
けた環境整備方策について、二地域居住の
実態調査を含め、調査検討を行った。

国土政策局
総合計画課地域・移
転班
03-5253-8365

243

平成25年度公共交通
の時間的・空間的アク
セシビリティ評価手法
の構築等業務

（株）日本能率協会総
合研究所

随意契約（企画
競争）

9,985,500 8月23日

我が国の市町村における鉄道・バスを合わせ
た公共交通アクセシビリティ評価手法の構
築、及び国内各市町村の公共交通アクセシビ
リティに関するカルテ案の作成を行った。

総合政策局　公共交
通政策部
（内線）５４７０６
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244
都市内農地を活用し
た緑と調和したまちづく
り方策に関する検討

高石市
随意契約（企画
競争）

7,233,430 8月23日

高石市において、市民農園の量的・質的な充
実に向けた方策を検討するとともに、都市農
地の持つ多面的機能を活用した保全方策に
ついて検討した結果についてとりまとめた報告
書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

245

密集市街地における
協調的建て替え特例
手法の適用に関する
ケーススタディ業務

（株）マヌ都市建築研
究所

随意契約（企画
競争）

6,510,000 8月23日

具体の密集市街地において協調的建て替え
特例手法を適用した場合の建て替えルール
の設定とシミュレーションソフトによる街区性能
評価を行うケーススタディを通じて、協調的建
て替えルールの策定手順と留意点に関する
技術資料を作成した。

国土技術政策総合研
究所
都市研究部都市開発
研究室
tel：029-864-4089

246

平成２５年度「第２回
都市整備政策に係る
日EU交流会議」及び
「第１１回地域と都市
によるヨーロッパウィー
ク」に係る会議準備・

（株）プロスパー・コー
ポレーション

一般競争入札 6,090,000 8月23日
第２回都市整備政策に係る日EU交流会議に
係る会議報告書

都市局
都市政策課
調整係
03-5253-8111
(ex.32233)

247

平成25年度地域公共
交通確保維持改善策
に関する情報発信業
務

（特非）ＳＣＯＰ
随意契約（少額
随契）

944,737 8月23日

自治体の担当者等が、地域公共交通の確保
維持改善に必要な知識やノウハウ等を、短時
間で効率的に入手及び蓄積できるよう、ＤＶＤ
を作成し配布する。

北陸信越運輸局企画
観光部交通企画課
tel：025-285-9151

248

平成25年度車両の総
合的な安全性向上に
係る基準のあり方に関
する調査研究

（公財）鉄道総合技術
研究所

随意契約（企画
競争）

11,970,000 8月26日

車両運動シミュレーションを高精度化し、これ
を用いて解析することにより車両動揺変位に
与える影響因子の明確化及び車両動揺の抑
制方法について検討したもの。

鉄道局技術企画課
tel:03-5253-8111
（内40744)

249
水災害警戒避難支援
マニュアル検討業務

（一財）国土技術研究
センター

随意契約（企画
競争）

10,815,000 8月26日

避難促進施設（地下街等、社会福祉施設、
医療施設、学校）の施設管理（所有）者が作
成する避難確保計画、並びに大規模工場等
の施設管理（所有）者が作成する浸水防止計
画の策定マニュアルの基本構成・内容案を作

水管理・国土保全局
河川環境課
tel:03-5253-
8111(内線：35456)

250
官庁施設の機能維持
のために必要な対策
の調査検討業務

（株）ファインコラボ
レート研究所

随意契約（企画
競争）

9,450,000 8月26日
官庁施設における業務継続に必要な機能の
維持に関し、直下型地震や津波等の災害に
対して必要な対策の検討を行った。

官庁営繕部設備・環
境課
tel：03-5253-8244

251

平成２５年度 老朽化
が進む土木機械設備
の維持管理技術向上
に関する検討業務

（一社）河川ポンプ施
設技術協会

随意契約（企画
競争）

8,400,000 8月26日

土木機械設備の維持管理に関連する現状把
握と関連資料等の整理を行い、維持管理の
高度化に対応するために有効な施策の立案
に必要な項目について検討を行った。

総合政策局公共事業
企画調整課
機械設備係
tel:03-5253-8111
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252

新システム車両の導
入を踏まえた今後の
動力車操縦者運転免
許に関する制度の見
直し等についての調査

（株）三菱総合研究所 一般競争入札 7,560,000 8月26日
「動免省令」を新システム車両に対応させる
べく、省令見直しの基礎資料を整備するため
の調査研究。

鉄道局安全監理官室
tel：03-5253-8111
(内40783)

253
下水道土木工事共通
仕様書等適正化に関
する検討業務

オリジナル設計株式会
社

随意契約（企画
競争）

7,245,000 8月26日

下水道工事について各自治体への実態調
査・結果の分析等を行い、管更生等新技術
に関する内容を新たに加えた「下水道土木工
事必携（案）」の適正な改定に関する検討を

水管理・国土保全局
下水道部下水道事業
課
tel:03-5253-

254
小水力発電設置に伴
う河川環境に対する
影響度調査検討業務

パシフィックコンサルタ
ンツ株式会社　首都
圏本社

随意契約（企画
競争）

7,245,000 8月26日

国内及び海外の河川環境調査の実態や、現
地調査、専門家の知見等を踏まえ、小水力
発電が河川環境に与える影響度を合理的な
根拠に基づいて判断できるよう、「小水力発
電設置における河川環境調査方法」の検討

水管理・国土保全局
河川環境課
tel:03-5253-
8111(内線：35485)

255
静岡県富士市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）日豊 一般競争入札 6,531,000 8月26日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

256
流域におけるエネル
ギーの最適化方策の
適用に係る検討業務

（株）日水コン
随意契約（企画
競争）

4,494,000 8月26日

水処理方式毎にエネルギー消費原単位（単
位対象物質を処理するのに必要なエネル
ギー消費量）を検討するとともに、個別水処
理方式、各省エネ方策の適用検討に資する
情報を整理した。

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933

257
加速度計を用いた外
壁診断用センサーの
設計等業務

（株）東洋計測リサー
チ

随意契約（少額
随契）

913,500 8月26日
所が所有する壁面走行型外壁診断装置に取
り付ける加速度計を用いた外壁診断用セン
サーを設計、製作した。

国土技術政策総合研
究所
住宅研究部住宅ストッ
ク高度化研究室
tel：029-864-3918

258

地域航空による航路
維持等地方経済に与
える影響に関する海
外事例調査研究業務

（国）東京大学
随意契約（少額
随契）

299,650 8月26日
地域航空による航路維持に係る海外事例とし
て米国及び欧州の事例、国内地域航空の現
状を調査した。

国土交通政策研究所
研究担当
Tel：03-5253-8816

259
自転車ネットワーク計
画の策定手法に関す
る調査業務

自転車ネットワーク計
画の策定手法に関す
る調査業務計量計画
研究所・ドーコン設計
共同体

随意契約（企画
競争）

19,960,500 8月27日

１．自転車ネットワーク計画の整理
２．自転車ネットワーク計画策定を支援する調
査の実施と集計・分析
３．自転車利用環境創出に関する施策を評
価する指標の検討
４．都市郊外部における自転車通行空間形
態の選定基準に関する検討

国総研道路研究部道
路研究室
tel：029-864-4472
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260
平成２５年度住宅市
場動向調査業務

株式会社三菱総合研
究所

一般競争入札 18,690,000 8月27日

本業務は、住生活基本計画に位置づけられ
た市場重視・ストック重視の視点を踏まえ、市
場機能が適切に発揮される条件を整備し、既
存ストックの質を高めながら有効に活用してい
くための住宅政策のあり方や住宅に関する予
算、税制、融資の企画立案等の基礎資料を
得ることを目的としている。

住宅局住宅政策課住
宅経済第一係
内線39-234

261
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

佐賀県知事
随意契約（競争
性なし）

1,260,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

262
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

福岡県知事
随意契約（競争
性なし）

1,206,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

263
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

名古屋市長
随意契約（競争
性なし）

1,180,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

264
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

愛知県知事
随意契約（競争
性なし）

979,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

265
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

三重県知事
随意契約（競争
性なし）

948,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

266
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

群馬県知事
随意契約（競争
性なし）

913,100 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

267
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

千葉県知事
随意契約（競争
性なし）

821,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

268
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

茨城県知事
随意契約（競争
性なし）

605,000 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１
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269
平成２５年度地盤沈
下防止等対策要綱推
進調査

埼玉県知事
随意契約（競争
性なし）

585,900 8月27日
地下水採取量・地盤沈下状況等の調査解析
及び調査・観測体制の検討等を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源政策
課
０３－５２５３－８１１１

270

社会・経済情勢の変
化に対応した集団規
定に係る規制・制度の
見直しに向けた検討
調査業務

株式会社アルテップ
随意契約（企画
競争）

16,485,000 8月28日

建築基準法集団規定は、都市計画において
定められた土地利用の実現を図る用途規
制、建築物の密度等を規制する形態規制等
による市街地の環境を保全するための基本
的な制限であり、健康で文化的な都市生活を
実現させ、都市活動をより機能的なものにす
るために定められる規定である。
現在、日本再興戦略（平成25年６月14日閣
議決定）や規制改革実施計画（平成25年６
月14日閣議決定）において、集団規定に係る
規制について幅広く検討することが求められ
ている。例えば、住宅・医療・福祉等の機能を
街なかに誘導し、都市の活力の維持・向上を
図ることや、老朽化した建築物等を更新する
こと等により都市の国際競争力を高めることが
求められている。これらの社会ニーズに対応
するため、社会・経済情勢の変化等を踏まえ
つつ、集団規定に係る建築規制の総合的な
検討が必要であることから検討を行うこととし

住宅局市街地建築課
景観建築係
内線39-634

271

平成２５年度　地理空
間情報の提供・流通
等におけるオープンな
プラットフォームに関す
る調査

株式会社建設技術研
究所

随意契約（企画
競争）

12,988,500 8月28日

多様な主体により整備・提供される地理空間
情報の共有・相互利用を促進させる環境（プ
ラットフォーム）の整備に向け、必要とされる機
能等について検討を行った。

国土政策局
国土情報課　GIS第一
係・GIS第二係
tel：03-5253-8353

272
平成２５年度医療観
光に関する海外市場
調査

ブーズ・アンド・カンパ
ニー（株）

随意契約（企画
競争）

11,962,108 8月28日
世界の医療観光のマーケット動向を調査し、
国内関係者にフィードバックすることで、医療
観光の健全な発展を図る

観光庁参事官（外客
受入担当）室
tel：03-5253-
8111(内線27-904)

273
平成25年度山村境界
基本調査（鹿児島県
十島村）に関する業務

（株）八州 一般競争入札 9,030,000 8月28日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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274

新たな建築物用途の
立地ニーズへの対応
を図るための用途規
制の弾力化手法検討
調査業務

株式会社社会空間研
究所

随意契約（企画
競争）

8,000,000 8月28日

建築基準法に基づく用途規制は、都市計画において定
められた土地利用の実現を図るとともに、市街地の環
境を保全するための基本的な制限であり、建築物の密
度、形態等の制限とあわせて、健康で文化的な都市生
活を実現させ、都市活動をより機能的なものにするため
に定められる規定である。これにより、市街地を構成す
る各建築物、各用途相互の悪影響を防止するととも
に、それぞれの用途に応じ十分な機能を発揮させようと
するものである。
現行の建築基準法に基づく用途規制は、業態や外形
基準によるものが主となっており、仕様基準として法上
直接に具体の施設が列挙されている。併せて、施設の
個別性や地域性に対応するための例外許可制度が設
けられているが、新たな施設用途については、周辺市
街地に及ぼす影響が把握しにくいことから、以下のよう
な課題が生じている。
・新たな建築物用途の立地ニーズに機動的に対応でき
ない
・施設によっては、現地の状況や施設の環境対策等に
より例外許可して問題のない場合があるが、対応が硬
直化しがちである
・逆に、許可された施設が実際に立地した後に騒音等
の問題が生じる場合もある
これらを踏まえ、本業務は、特に例外許可ニーズの高
い施設用途等の立地を容易にするため、各用途地域

住宅局市街地建築課
景観建築係
内線39-634

275
平成25年度山村境界
基本調査（高知県室
戸市）に関する業務

（株）松本コンサルタン
ト

一般競争入札 7,665,000 8月28日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

276

シニア層等の元気増
進を図るシステム構築
にあたっての都市農地
活用方策の実証・検
討調査

長久手市
随意契約（企画
競争）

6,536,898 8月28日

長久手市の市街化区域内に残る農地等につ
いて、団塊世代のリタイア層の生きがい・健康
の増進のために再生・活用するシステムの検
討や、都市構造の集約化にあたって重要性
のある農地を適切に保全していく土地利用コ
ントロールのあり方の検討等を行った結果につ
いてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

277
平成25年度山村境界
基本調査（徳島県那
賀町）に関する業務

（株）松本コンサルタン
ト

一般競争入札 3,465,000 8月28日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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278

平成25年度山村境界
基本調査（鹿児島県
徳之島町）に関する業
務

（有）徳之島測量設計 一般競争入札 2,394,000 8月28日

過疎化や高齢化の進展等により土地境界情
報等が失われつつある山村部において、地籍
調査に必要な基礎的な情報を整備し、市町
村等の負担軽減を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

279

神奈川県藤沢市鵠沼
松ヶ岡三丁目等区域
における平成２５年度
都市部官民境界基本
調査業務

大和測量設計（株） 一般競争入札 25,725,000 8月29日 平成２６年度７月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

280

富山県滑川市滑川東
部地区における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

多摩測量設計事業協
同組合

一般競争入札 18,795,000 8月29日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

281

平成２５年度総合水
資源管理推進のため
のワークショップ及び
推進方策調査業務

独立行政法人水資源
機構

一般競争入札
（総合評価方
式）

14,910,000 8月29日
平成２５年度総合水資源管理推進のための
ワークショップ及び推進方策調査を行う。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課
０３－５２５３－８１１１

282

神奈川県藤沢市江ノ
島における平成２５年
度都市部官民境界基
本調査業務

（株）小橋 一般競争入札 7,119,000 8月29日 平成２６年度８月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

283

平成２５年度 新興国
における市場開拓及
び市場参入調査等業
務

鹿島建設（株）
随意契約（企画
競争）

6,499,500 8月29日

インドやミャンマーにおいて成長が期待される
都市圏における都市計画分野、住宅開発分
野の市場への参入に必要な、当該国の都市
計画、住宅開発に係る情報収集及び我が国
建設産業が持つ技術・ノウハウによる当該国
における適用可能性の調査を実施し、成果を
報告書として取りまとめた。

総合政策局国際政策
課国際建設分析官
tel：03-5253-8314

284

土地適性評価プログラ
ムにおける一般ユー
ザーの操作用インター
フェイスの付加及び機
能追加モジュールの
作成業務

（株）ヴィスコア 一般競争入札 4,966,500 8月29日

土地適性評価プログラムの操作用インター
フェイスを作成するとともに、街区ポリゴン生成
モジュール、アクセス時間計算モジュールな
ど、機能追加のためのプログラミングを行っ
た。

国土技術政策総合研
究所
都市研究部都市計画
研究室
tel：029-864-3953

285

神奈川県座間市にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

国武測量設計（株） 一般競争入札 3,118,500 8月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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286

神奈川県横須賀市に
おける平成２５年度都
市部官民境界基本調
査業務

（有）七一三測量社 一般競争入札 2,310,000 8月29日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

287

富山県入善町入善中
央東部区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）上智 一般競争入札 15,540,000 8月30日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

288

富山県入善町芦崎・
下飯野区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）国土開発セン
ター

一般競争入札 10,395,000 8月30日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

289

豪雪地域における茅
葺き民家の快適性・利
便性改善手法の実証
研究を踏まえた開発

萩ノ島地域協議会
随意契約（企画
競争）

5,977,720 8月30日

豪雪地域における茅葺き民家の快適性や利
便性を確保するための工夫等について検討
し、空き家の茅葺き民家に実際にこれを実施
し、景観上の影響やその効果計測を行った結
果についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境
整備室
景観事業係
03-5253-8111
（ex.32985）

290

富山県入善町吉原区
域における平成２５年
度都市部官民境界基
本調査業務

北陸航測（株） 一般競争入札 4,725,000 8月30日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

291
密集市街地の街区性
能簡易予測・評価
ツール作成業務

日本アドバンス・テクノ
ロジー（株）

一般競争入札 4,620,000 8月30日

国土技術政策総合研究所において開発する
「密集市街地の街区性能簡易予測・評価
ツール」の一部として、街区の火災・風環境に
関する計算プログラムの実行モジュール等を
作成し、既存部分への組み込みを行った。

国土技術政策総合研
究所
都市研究部都市開発
研究室
tel：029-864-4089

292

平成２５年度国土形
成計画（全国計画）の
モニタリングにおける意
識調査業務

株式会社アストジェイ 一般競争入札 4,420,500 8月30日

国土形成計画に示されている戦略的目標の
実現に対し、どのように実感しているかについ
て、一般国民、一定程度の専門知識を有す
る地方自治体、研究者等の専門家、NPO団
体、企業を対象とした意識調査を実施した。

国土政策局総合計画
課
総括班
03-5253-8356

293

平成２５年度国土形
成計画（全国計画）の
モニタリングに関する
調査・分析業務

エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ株
式会社

一般競争入札 3,832,500 8月30日

国土形成計画に掲げられた５つの戦略的目
標の進捗状況に関するモニタリング指標の作
成及びその結果についての分析等を実施し
た。

国土政策局総合計画
課
総括班
03-5253-8356
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294

東北地方における受
入環境整備サポー
ター派遣に関する調
査事業

社会システム（株）
随意契約（企画
競争）

3,399,610 8月30日

我が国の主要な外客来訪地域に日本在住の
外国人を受入環境整備サポーターとして派
遣し、サポーターを訪日観光の３つの価値
（「日本人の気質」、「日本人の作品」、「日本
人の生活」）のいずれかを体験することのでき
るツアーに参加させ、外国人であるが故に有
する視点で地域における外国人の受入環境
について評価を実施する。これを通じて受入
環境整備が遅れている部分の明確化を図る
とともに、サポーターによるＳＮＳ等を活用した
母国への情報発信を併せて行う。その後サ
ポーター、自治体、地元観光事業者等が共
同で改善策を作成することで、訪日外国人旅

東北運輸局企画観光
部
国際観光課
tel：022-791-7510

295
建物の熱負荷シフト時
の人体温熱環境評価
に関する調査研究

（一社）環境情報科学
センター

随意契約（公
募）

2,730,000 8月30日

熱負荷シフト時の室内の温度変化が人体に
与える影響を定量的に評価するための方法
を開発するために有識者を交えて検討を進め
たものである。

国土技術政策総合研
究所
建築研究部環境・設
備基準研究室
tel：029-864-4356

296
固体ばら積み貨物の
安全運送に関する調
査研究

（独）海上技術安全研
究所

一般競争入札 2,164,588 8月30日

IMSBCコード未掲載貨物に係る審議対応及び
鐵鋼粉、建設土砂等の運送基準が技術的に
妥当なものとなる要件を検討し、その検討結
果を取り纏めた報告書

海事局検査測度課
tel：03-5253-8639

297
ユニバーサルツーリズ
ムの普及・促進に関す
る調査

（株）オリエンタルコン
サルタンツ

随意契約（企画
競争）

31,489,500 9月2日
地域の受入体制強化マニュアルを作成する
とともに、旅行商品の供給促進について調査・
検討した。

観光庁観光産業課
tel：03-5253-
8111(内線27-308)

298
岡山県高梁市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

日進測量（株） 一般競争入札 13,545,000 9月2日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

299

大阪府大阪市住之江
区・大正区区域におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業
務

（株）かんこう 一般競争入札 11,718,000 9月2日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

300

大阪府大阪市東淀川
区その４区域における
平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）森本測量設計 一般競争入札 7,644,000 9月2日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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301
静岡県掛川市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）日豊 一般競争入札 7,014,000 9月2日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

302
兵庫県芦屋市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）サンコム 一般競争入札 4,410,000 9月2日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

303
徳島県藍住町におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

興国測量（株） 一般競争入札 4,357,500 9月2日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

304

災害時における訪日
外国人旅行者への情
報提供のあり方に関す
る調査

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

24,912,825 9月3日
災害等の緊急時における訪日外国人旅行者
への情報提供の体制について、調査・検討を
行い、体制構築を図る。

観光庁参事官（外客
受入担当）室
tel：03-5253-
8111(内線27-905)

305

諸外国の道路事業に
おける官民連携ス
キームに係る調査・検
討業務

諸外国の道路事業に
おける官民連携ス
キームに係る調査・検
討業務プライスウォー
ターハウスクーパース・
日本工営共同提案体

随意契約（企画
競争）

14,479,500 9月3日

1.道路事業における官民連携の現状・課題の
調査
2. 諸外国における道路事業の官民連携の制
度・政策、取組・事例の調査
3.官民連携事業の手法の検討

道路局総務課道路政
策企画室
tel：03-5253-8476

306

北海道における受入
環境整備サポーター
派遣に関する調査事
業

（株）ライヴ環境計画
随意契約（企画
競争）

3,423,000 9月3日

北海道在住の外国人を受入環境整備サポー
ターとし、サポーター等が作成する改善策の
有効性を検証し、情報発信の有効な方法及
びその効果について調査した報告書

北海道運輸局総務部
会計課調度管財係
tel：011-290-2713

307
官民連携事業の導入
円滑化のための情報
整備方策等検討業務

みずほ総合研究所
（株）

随意契約（企画
競争）

29,925,000 9月4日

地方公共団体等及び民間事業者に対して官
民連携事業に関する実態把握調査を行った
上で、PPP/PFI事例集の策定をはじめ、官民
連携事業の導入を促進するための具体的な
解決方策の検討を行った。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

308

適正な海洋管理・利
活用に資する海洋観
光のあり方に関する調
査検討業務

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

22,942,500 9月4日

国内外における海洋観光の実態等に関する
基礎資料を収集・整理するとともに、地域の
海域特性を活かした海洋観光の先導的取組
に係る検証等を行い、海洋観光の振興方策
等について検討を行う。

総合政策局　海洋政
策課
（内線）２４３６４

309

社会資本の戦略的な
維持管理・更新の実
現に向けた対応方策
に関する検討業務

八千代エンジニヤリン
グ（株）

随意契約（企画
競争）

15,960,000 9月4日

国内外における社会資本の維持管理・更新
に関する取組の現状を把握し、社会資本の
戦略的な維持管理・更新の実現に向け、対
応方策の検討を行った。

総合政策局公共事業
企画調整課
事業調整第一係
tel:03-5253-8111



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

310

下水道革新的技術
（水処理・下水熱利用
技術）導入にむけたガ
イドライン策定補助業
務

（公財）日本下水道新
技術機構

一般競争入札
（総合評価方
式）

14,070,000 9月4日

平成２４年度より実証研究を実施している下
水道革新的技術（水処理・下水熱利用技術）
の導入にむけたガイドライン策定に必要な情
報の収集、基礎資料の作成、有識者等への
ヒアリング補助及びとりまとめ報告書の作成を

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933

311

下水道革新的技術
（汚泥燃料化技術）導
入にむけたガイドライン
策定補助業務

（公財）日本下水道新
技術機構

一般競争入札
（総合評価方
式）

10,290,000 9月4日

平成２４年度より実証研究を実施している下
水道革新的技術（汚泥燃料化技術）導入に
むけたガイドライン策定に必要な情報の収集、
基礎資料の作成、有識者等へのヒアリング補
助及びとりまとめ報告書の作成を行った。

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933

312

下水処理場における
資源・エネルギー循環
利用技術の普及方策
に関する調査業務

（株）建設技術研究所
随意契約（企画
競争）

7,738,500 9月4日

国土技術政策総合研究所が（仮称）資源・エ
ネルギー循環利用技術適用検討ガイドライン
（以下「ガイドライン」と呼ぶ）を策定するために
必要な統計資料や既存文献等について調査
し、普及方策案及びガイドライン素案の作成に
必要な項目について整理するとともに、普及
方策案及びガイドライン素案に対する自治体
等からの意見の整理を行い、過年度成果も
含めてガイドラインとして取りまとめるための各

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933

313
地中熱利活用の実証
実験業務

（株）アーキテック・コン
サルティング

随意契約（企画
競争）

6,342,000 9月4日

地中熱利用の省エネ効果に関する実証デー
タを取得するために、実験建屋内に地中熱利
用、空気熱利用の空調システム機器を設置
し、エネルギー消費の実証実験を実施するも
のである。併せて、再生可能エネルギー利用
設備を導入した施設の実態調査と有識者ヒア

国土技術政策総合研
究所
建築研究部環境・設
備基準研究室
tel：029-864-4356

314
建設リサイクル推進計
画の施策に関する調
査・検討業務

（株）日本能率協会総
合研究所

随意契約（企画
競争）

6,237,000 9月4日

最近の建設副産物の動向について調査・整
理を行うとともに、「平成２４年度建設副産物
実態調査」の結果を踏まえ、「次期建設リサイ
クル推進計画」に盛り込むべき施策の企画検
討に資する基礎資料を作成した。

総合政策局公共事業
企画調整課
施工環境係
tel:03-5253-8111

315
災害廃棄物の建設資
材再生利用の促進方
策に関する検討業務

日本工営（株）
随意契約（企画
競争）

4,987,500 9月4日

東日本大震災における災害廃棄物の再生利
用のための処理方法について調査し、災害廃
棄物を効率的に建設資材化するための建設
リサイクル処理のあり方について検討した。

総合政策局公共事業
企画調整課
施工環境係
tel:03-5253-8111

316

平成２５年度国土交
通分野における生物
多様性保全の取組普
及関連業務

（株）森里川海生業研
究所

随意契約（企画
競争）

3,969,000 9月4日

生物多様性保全活動の普及を目的とした、
「国土交通分野における生きものにぎわいづく
り事務局」を設置し、ＨＰの開設・ワークショップ
を実施。

総合政策局環境政策
課
国土環境第一係
tel:03-5253-8111
（内線24-332）
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317
交差点等の自転車交
通挙動調査整理業務

パシフィックコンサルタ
ンツ（株）

随意契約（企画
競争）

23,992,500 9月5日

１．自転車等の交通挙動調査
２．矢羽根型路面表示に関する調査
３．路上駐車に関する調査
４．バス停に関する調査
５．自転車走行位置に関する整理

国総研道路研究部道
路空間高度化研究室
tel：029-864-4539

318

平成２５年度　道路舗
装技術モデル事業に
よる海外普及性調査
業務

大林道路（株）
随意契約（企画
競争）

20,002,500 9月5日

１．モデル事業の実施
２．カウンターパート（対象国政府等）との協議
および協議資料の作成
３．調査

道路局企画課国際室
tel：03-5253-8906

319

平成２５年度　道路ＩＴ
Ｓ技術モデル事業によ
る海外普及性調査業
務

日立・アルメックＶＰＩ共
同提案体

随意契約（企画
競争）

19,950,000 9月5日

１．モデル事業の実施
２．カウンターパート（対象国政府等）との協議
および協議資料の作成
３．調査

道路局企画課国際室
tel：03-5253-8906

320

国際貢献における我
が国の防災技術の効
果・適用に関する調査
検討業務

国際貢献における我
が国の防災技術の効
果・適用に関する調査
検討業務国際建設技
術協会・建設技術研
究所共同提案体

随意契約（企画
競争）

18,154,500 9月5日

災害リスク評価技術、特殊条件下の施工技
術等の防災技術の現地条件に応じた有効性
の評価を検討するとともに、多様な現地ニー
ズに応じた最適組合せの選択方法・適用限
界を検討した。

水管理・国土保全局
河川計画課
tel:03-5253-
8111(内線：35354)

321

日本企業の海外プロ
ジェクト展開に資する
技能実習促進に関す
る調査業務

一般財団法人　建設
業振興基金

随意契約（企画
競争）

8,767,500 9月5日

本業務は、今後の日本企業の海外展開を視
野に入れ、総合工事業者・専門工事業者の
双方のメリットに繋がり、かつ相手国の建設業
界に資するような外国人技能実習制度にお
ける終了レベルの判定手法を検討するととも
に、適正な技能実習制度の実施に資する制
度周知の方策等について、調査・検討する業

土地・建設産業局建
設市場整備課調査係
内線24-855

322

九州地方における受
入環境整備サポー
ター派遣に関する調
査

（株）ケー・シー・エス
随意契約（企画
競争）

2,562,000 9月5日

九州の観光・交通拠点における外国人観光
客受入環境整備に関する課題等が浮き彫り
になった。今回認識された課題等の解消に向
けて自治体等で早急な対応とさらなる環境整
備を進めていくべきことを確認した。

九州運輸局企画観光
部国際観光課
092－472－2335

323
地域内資金循環に資
する仕組みに関する
検討調査

一般財団法人日本地
域開発センター

随意契約（企画
競争）

14,999,250 9月6日

地域づくりに資する活動を行うコミュニティファ
ンドによる出資、融資等地域づくりに向けた民
間資金の循環を促進するため、地域づくり活
動に対する資金支援を行うコミュニティファン
ドの優良事例を調査するとともに、活動推進
上の改題を明らかにし、コミュニティファンドを
通じた地域内資金循環に資する環境整備の
あり方について調査を行った。

国土政策局
総務課 企画室
tel：03-5253-8352
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締 結 日

324
地価公示に必要な標
準地数のあり方に関す
る検討業務

大和不動産鑑定（株）
随意契約（企画
競争）

9,880,500 9月6日
地価公示の現代的意義及び制度面でのあり
方や、地価公示に最低限必要な標準地数等
について検討を行った報告書。

土地・建設産業局地
価調査課公示係
内線30-353

325
大阪府高槻市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（株）京都イングス 一般競争入札 6,058,500 9月6日
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

326
徳島県徳島市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

津乃峰測量設計（株） 一般競争入札 5,659,500 9月6日 平成２６年度７月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

327

リフォーム相談ガイドラ
イン、相談に対応する
専門家の育成プログラ
ム作成業務

損保ジャパン日本興
亜リスクマネジメント株
式会社

随意契約（企画
競争）

4,200,000 9月6日

住宅リフォームに係る消費者トラブルは増加し
てきており、消費者トラブルへの更なるきめ細
やかな対応が必要である。
本業務は、リフォームの無料専門家相談制
度、消費生活センター及び各種行政窓口に
おける相談実績等の整理・分析をもとに、リ
フォーム相談ガイドラインを作成するとともに、
リフォームに係る相談に対応可能な専門家の
育成に向けたプログラムを作成し専門家を育
成することにより、全国各地において、リフォー
ムトラブルに対応可能な環境整備を図ること

住宅局住宅生産課住
宅瑕疵担保対策室
内線39-449

328

沿岸都市における津
波被災時の都市防災
拠点機能確保のケー
ススタディ業務

（株）建設技術研究所
随意契約（企画
競争）

2,782,500 9月6日

防災拠点施設に関するデータや地域防災計
画やBCP等を収集し、防災拠点機能の対応
シナリオを作成し、拠点機能・拠点施設の強
化による効果等の整理、津波災害時の都市
防災拠点機能における対応イベントの作成を

国土技術政策総合研
究所
都市研究部都市防災
研究室
tel：029-864-3934

329
ＡＣＣを活用した渋滞
対策の効果評価方法
に関する業務

パシフィックコンサルタ
ンツ・アイ・トランスポー
ト・ラボ設計共同体

随意契約（企画
競争）

34,965,000 9月9日

１．路車間連携サービスの適用条件等の整
理
２．路車間連携サービスの具体案の作成
３．サービス２の渋滞緩和効果の試算
４．サービス３に関する効果評価方法の整理
と効果試算
５．サービスの提供に必要なインフラ側及び車
両側の技術開発項目と普及・導入シナリオの

国土技術政策総合研
究所高度情報化研究
センター高度道路交
通システム研究室
tel：029-864-4496

330
旅行業法制度等に関
する調査

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

23,461,830 9月9日
「旅行産業研究会」における有識者による議
論を踏まえ、今後の旅行業法制度の見直しに
係る方向性について調査・取りまとめを行っ

観光庁観光産業課
tel：03-5253-
8111(内線27-303)
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331

独立採算型等の官民
連携事業におけるリス
ク・ヘッジ手法検討業
務

プライスウォーターハ
ウスクーパース（株）

随意契約（企画
競争）

19,950,000 9月9日

公共施設等運営事業をはじめとする独立採
算型等の官民連携事業において、公共と民
間事業者で分担するリスクの実態を分析し、リ
スク・ヘッジ手法を検討した。

総合政策局官民連携
政策課
tel：03-5253-8981

332
平成２５年住生活総
合調査実施業務

東京都
随意契約（競争
性なし）

11,735,364 9月9日

本業務では、平成25年住生活総合調査実
施に係る
１） 調査を実施する調査区の抽出と抽出結
果の納入
２） 調査関係資料書類の設計及び印刷物の
納入
３） 調査実施期間中の都道府県・市区町村
等からの問い合わせへの対応
４） 調査票等データの磁気媒体化及び成果
物の納入
５） 集計事項と集計方法・手順の検討及びマ
ニュアル化
を行うこととしている。
平成26年5月公表予定

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

333
計画的な公園整備の
ための生産緑地活用
検討調査

川越市緑地公園活用
連絡会

随意契約（企画
競争）

9,912,000 9月9日

川越市内の生産緑地について、現状把握す
るとともに、無秩序な土地利用転換の抑制と
今後の公園整備や農のあるまちづくりに効果
的に結びつく保全活用の方策を検討した結果
についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

334
平成２５年住生活総
合調査実施業務

北海道
随意契約（競争
性なし）

8,054,289 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244
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335
平成２５年住生活総
合調査実施業務

大阪府
随意契約（競争
性なし）

7,986,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

336
奄美群島における農
林水産物の輸送に関
する調査検討業務

株式会社鹿児島経済
研究所

随意契約（企画
競争）

7,980,000 9月9日

奄美群島は、外海遠隔離島である地理的不
利性から、物流コストが割高であるため、農林
水産物の輸送実態について調査し、農林水
産業の現状と主な課題についても踏まえ、農
林水産物輸送コスト支援の全体制度設計を

国土政策局
特別地域振興官
奄美振興係
tel：03-5253-8423

337
平成２５年住生活総
合調査実施業務

愛知県
随意契約（競争
性なし）

7,392,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244
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338
平成２５年住生活総
合調査実施業務

埼玉県
随意契約（競争
性なし）

7,093,999 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

339
平成２５年住生活総
合調査実施業務

神奈川県
随意契約（競争
性なし）

6,882,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

340

下水道革新的技術等
の先進的技術の導入
効果に関する調査業
務

（株）建設技術研究所
随意契約（企画
競争）

6,615,000 9月9日

国土技術政策総合研究所が下水道革新的
技術を初めとする先進的技術の全国の下水
処理場への適用性及び導入効果を評価する
にあたり、各技術を導入するために必要な諸
条件を統計資料や既存文献等から調査・整
理するとともに、各技術を導入した場合の下
水汚泥エネルギー化率及び温室効果ガス排
出量削減の全国効果を試算し、これらをとりま
とめるための各種資料作成等を行った。

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933

341

地方都市における多
様な面的エネルギー
利用システムの成立
条件に関する試算業
務

日本環境技研（株）
随意契約（企画
競争）

6,457,500 9月9日

１．地方都市における面的エネルギー利用に
関する情報整理　２．ケーススタディーの実施
３．面的エネルギー利用システムの成立条件
等の整理　4．学識経験者等への意見聴取

国土技術政策総合研
究所
都市研究部都市施設
研究室
tel：029-864-3949
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342
平成２５年住生活総
合調査実施業務

新潟県
随意契約（競争
性なし）

5,980,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

343
平成２５年住生活総
合調査実施業務

兵庫県
随意契約（競争
性なし）

4,960,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

344
平成２５年住生活総
合調査実施業務

福岡県
随意契約（競争
性なし）

4,648,350 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244
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345
平成２５年住生活総
合調査実施業務

千葉県
随意契約（競争
性なし）

4,558,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

346
平成２５年住生活総
合調査実施業務

愛媛県
随意契約（競争
性なし）

4,025,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

347
平成２５年住生活総
合調査実施業務

広島県
随意契約（競争
性なし）

3,841,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

348
平成２５年住生活総
合調査実施業務

京都府
随意契約（競争
性なし）

3,140,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

349
平成２５年住生活総
合調査実施業務

茨城県
随意契約（競争
性なし）

2,976,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

350
平成２５年住生活総
合調査実施業務

高知県
随意契約（競争
性なし）

2,855,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

351
平成２５年住生活総
合調査実施業務

岐阜県
随意契約（競争
性なし）

2,768,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

352
平成２５年住生活総
合調査実施業務

徳島県
随意契約（競争
性なし）

2,760,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

353
平成２５年住生活総
合調査実施業務

香川県
随意契約（競争
性なし）

2,667,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

354
平成２５年住生活総
合調査実施業務

石川県
随意契約（競争
性なし）

2,624,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

355
平成２５年住生活総
合調査実施業務

静岡県
随意契約（競争
性なし）

2,475,999 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

356
平成２５年住生活総
合調査実施業務

富山県
随意契約（競争
性なし）

2,425,500 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

357
平成２５年住生活総
合調査実施業務

岡山県
随意契約（競争
性なし）

2,333,915 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

358
平成２５年住生活総
合調査実施業務

宮城県
随意契約（競争
性なし）

2,315,250 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

359
平成２５年住生活総
合調査実施業務

山口県
随意契約（競争
性なし）

2,241,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

360
平成２５年住生活総
合調査実施業務

三重県
随意契約（競争
性なし）

2,058,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

361
平成２５年住生活総
合調査実施業務

奈良県
随意契約（競争
性なし）

2,052,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

362
平成２５年住生活総
合調査実施業務

長野県
随意契約（競争
性なし）

1,996,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

363
平成２５年住生活総
合調査実施業務

福島県
随意契約（競争
性なし）

1,909,950 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

364
平成２５年住生活総
合調査実施業務

鹿児島県
随意契約（競争
性なし）

1,830,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

365
平成２５年住生活総
合調査実施業務

群馬県
随意契約（競争
性なし）

1,650,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

366
平成２５年住生活総
合調査実施業務

栃木県
随意契約（競争
性なし）

1,608,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

367
平成２５年住生活総
合調査実施業務

岩手県
随意契約（競争
性なし）

1,603,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

368
平成２５年住生活総
合調査実施業務

熊本県
随意契約（競争
性なし）

1,507,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

369
平成２５年住生活総
合調査実施業務

長崎県
随意契約（競争
性なし）

1,431,759 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

370
平成２５年住生活総
合調査実施業務

青森県
随意契約（競争
性なし）

1,431,150 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

371
平成２５年住生活総
合調査実施業務

秋田県
随意契約（競争
性なし）

1,409,940 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

372
平成２５年住生活総
合調査実施業務

大分県
随意契約（競争
性なし）

1,368,990 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

373
平成２５年住生活総
合調査実施業務

山形県
随意契約（競争
性なし）

1,338,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

374
平成２５年住生活総
合調査実施業務

島根県
随意契約（競争
性なし）

1,305,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

375
平成２５年住生活総
合調査実施業務

山梨県
随意契約（競争
性なし）

1,189,629 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

376
平成２５年住生活総
合調査実施業務

沖縄県
随意契約（競争
性なし）

1,151,900 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

377
平成２５年住生活総
合調査実施業務

宮崎県
随意契約（競争
性なし）

1,141,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

378
平成２５年住生活総
合調査実施業務

滋賀県
随意契約（競争
性なし）

1,046,199 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

379
平成２５年住生活総
合調査実施業務

和歌山県
随意契約（競争
性なし）

924,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

380
平成２５年住生活総
合調査実施業務

鳥取県
随意契約（競争
性なし）

828,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

381
平成２５年度全国水
需給動態調査

香川県知事
随意契約（競争
性なし）

741,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

382
平成２５年住生活総
合調査実施業務

佐賀県
随意契約（競争
性なし）

649,390 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

383
平成２５年度全国水
需給動態調査

長崎県知事
随意契約（競争
性なし）

635,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

384
平成２５年度全国水
需給動態調査

北海道知事
随意契約（競争
性なし）

631,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

385
平成２５年住生活総
合調査実施業務

福井県
随意契約（競争
性なし）

624,000 9月9日

住生活総合調査は、住生活基本法に基づく
住生活の安定・向上に係る総合的な施策を
推進する上で必要となる基礎資料を得るため
に、居住環境を含めた住生活全般に関する
実態や居住者の意向・満足度等を総合的に
調査する5年周期の統計調査である。
調査対象を住宅や世帯の実態を把握する住
宅・土地統計調査（総務省）の回答世帯の一
部とし、調査データをリンケージ（かけ合わせ）
して集計・分析することにより両調査のデータ
の有効活用を図り、今後の施策の推進に必
要な基礎資料の効果的な取得に資すること

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

386
平成２５年度全国水
需給動態調査

宮崎県知事
随意契約（競争
性なし）

617,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

387
平成２５年度全国水
需給動態調査

広島県知事
随意契約（競争
性なし）

610,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

388
平成２５年度全国水
需給動態調査

沖縄県知事
随意契約（競争
性なし）

598,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

389
平成２５年度全国水
需給動態調査

佐賀県知事
随意契約（競争
性なし）

568,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

390
平成２５年度全国水
需給動態調査

宮城県知事
随意契約（競争
性なし）

563,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

391
平成２５年度全国水
需給動態調査

熊本県知事
随意契約（競争
性なし）

560,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

392
平成２５年度全国水
需給動態調査

島根県知事
随意契約（競争
性なし）

556,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

393
平成２５年度全国水
需給動態調査

山口県知事
随意契約（競争
性なし）

553,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

394
平成２５年度全国水
需給動態調査

福島県知事
随意契約（競争
性なし）

552,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

395
平成２５年度全国水
需給動態調査

兵庫県知事
随意契約（競争
性なし）

533,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

396
平成２５年度全国水
需給動態調査

福岡県知事
随意契約（競争
性なし）

512,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

397
平成２５年度全国水
需給動態調査

鹿児島県知事
随意契約（競争
性なし）

512,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

398
平成２５年度全国水
需給動態調査

徳島県知事
随意契約（競争
性なし）

500,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

399
平成２５年度全国水
需給動態調査

高知県知事
随意契約（競争
性なし）

494,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

400
平成２５年度全国水
需給動態調査

静岡県知事
随意契約（競争
性なし）

487,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

401
平成２５年度全国水
需給動態調査

京都府知事
随意契約（競争
性なし）

462,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

402
平成２５年度全国水
需給動態調査

神奈川県知事
随意契約（競争
性なし）

455,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

403
平成２５年度全国水
需給動態調査

千葉県知事
随意契約（競争
性なし）

428,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

404
平成２５年度全国水
需給動態調査

埼玉県知事
随意契約（競争
性なし）

424,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

405
平成２５年度全国水
需給動態調査

群馬県知事
随意契約（競争
性なし）

410,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

406
平成２５年度全国水
需給動態調査

石川県知事
随意契約（競争
性なし）

401,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

407
平成２５年度全国水
需給動態調査

東京都知事
随意契約（競争
性なし）

399,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】

（単位：円）

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

408
平成２５年度全国水
需給動態調査

福井県知事
随意契約（競争
性なし）

399,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

409
平成２５年度全国水
需給動態調査

愛知県知事
随意契約（競争
性なし）

391,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

410
平成２５年度全国水
需給動態調査

岩手県知事
随意契約（競争
性なし）

373,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

411
平成２５年度全国水
需給動態調査

青森県知事
随意契約（競争
性なし）

338,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

412
平成２５年度全国水
需給動態調査

愛媛県知事
随意契約（競争
性なし）

335,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

413
平成２５年度全国水
需給動態調査

大分県知事
随意契約（競争
性なし）

292,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：一般会計】
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契 約
締 結 日

414
平成２５年度全国水
需給動態調査

茨城県知事
随意契約（競争
性なし）

284,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

415
平成２５年度全国水
需給動態調査

秋田県知事
随意契約（競争
性なし）

275,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

416
平成２５年度全国水
需給動態調査

奈良県知事
随意契約（競争
性なし）

270,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

417
平成２５年度全国水
需給動態調査

富山県知事
随意契約（競争
性なし）

260,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

418
平成２５年度全国水
需給動態調査

大阪府知事
随意契約（競争
性なし）

250,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

419
平成２５年度全国水
需給動態調査

新潟県知事
随意契約（競争
性なし）

239,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５
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契 約
締 結 日

420
平成２５年度全国水
需給動態調査

鳥取県知事
随意契約（競争
性なし）

239,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

421
平成２５年度全国水
需給動態調査

山形県知事
随意契約（競争
性なし）

221,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

422
平成２５年度全国水
需給動態調査

長野県知事
随意契約（競争
性なし）

191,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

423
平成２５年度全国水
需給動態調査

栃木県知事
随意契約（競争
性なし）

190,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

424
平成２５年度全国水
需給動態調査

岡山県知事
随意契約（競争
性なし）

190,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

425
平成２５年度全国水
需給動態調査

三重県知事
随意契約（競争
性なし）

185,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）



平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５
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契 約
締 結 日

426
平成２５年度全国水
需給動態調査

和歌山県知事
随意契約（競争
性なし）

169,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

427
平成２５年度全国水
需給動態調査

岐阜県知事
随意契約（競争
性なし）

161,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

428
平成２５年度全国水
需給動態調査

山梨県知事
随意契約（競争
性なし）

150,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

429
平成２５年度全国水
需給動態調査

滋賀県知事
随意契約（競争
性なし）

132,000 9月9日
水需給の現状と動向に関する地方公共団体
のデータを都道府県毎にとりまとめたものであ
る。

水管理・国土保全局
水資源部水資源計画
課総合水資源管理戦
略室
０３－５２５３－８１１１
（内線３１２３４）

430

平成２５年度 ベトナム
国ハイバントンネル２
期工事必要性調査業
務

日本工営（株）
随意契約（企画
競争）

9,996,000 9月10日

ベトナム国における南北縦貫道路に係る課題
解決に貢献するとともに、必要となる道路整
備において本邦企業の参画や本邦技術の適
用について検討し、現実的な解決策を組み
込んだ事業計画の策定・提案を行い、報告書

総合政策局海外プロ
ジェクト推進課
プロジェクト推進担当
tel：03-5253-8315

431

技能労働者の技能の
「見える化」による担い
手の確保・育成に関す
る調査・検討業務

（株）三菱総合研究所
随意契約（企画
競争）

8,988,000 9月10日

本業務は、「見える化」システムの構築作業に
向けて、「見える化」システムに求める具体的
内容（データの登録、蓄積、更新の方法や管
理、運営の仕組みなど）の調査・検討を行う。
また、併せて「見える化」システムの運用に向
けての基本構想（基本的な運用方針、運用
体制の整備等）の策定を進める。

土地・建設産業局建
設市場整備課建設振
興第一係
内線24-815
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締 結 日

432
平成２５年度　海外建
設市場データベース
の改修業務

アクティブ・ティ（株） 一般競争入札 6,174,000 9月10日

昨年度構築・公開した「海外建設市場データ
ベース」の内容に加え、不動産市場に関する
情報を新たに調査し、「海外建設・不動産市
場データベース」として公開した。

土地・建設産業局国
際課国際調査係
内線30-713

433
道路占用システムの
利用拡大に向けた調
査検討業務

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

一般競争入札 17,115,000 9月11日

１．調査事前準備（調査用プロトタイプシステ
ムの作成、環境整備・調整）
２．道路占用システム利用拡大調査（調査用
プロトタイプシステムの試行、調査結果の評
価・とりまとめ）
３．地方公共団体向け道路占用システムに
関する提案

道路局路政課道路利
用調整室占用管理シ
ステム係
tel:03-5253-8481

434
土地価格比準表の見
直し検討業務

一般財団法人　日本
不動産研究所

随意契約（企画
競争）

6,982,500 9月11日

公共用地の取得に係る土地評価の際に使用
する土地価格比準表について、新たな用途
的地域の創設の必要性、現行の格差率の妥
当性等について検討を行った報告書

土地・建設産業局地
価調査課用地調整係
内線30-145

435
火災リスク算定のため
のデータ調査および計
算業務

アイエヌジー（株）
一般競争入札
（総合評価方
式）

6,090,000 9月11日

火災リスク算定に必要なデータとして、火災報
告をはじめとした統計データ調査および有識
者への意見聴取から、避難開始並びに火災
規模の推定について検討した。また、建築平
面図の情報をもとに煙流動予測プログラムを
実行するための支援ツールを開発し、火災リ
スク算定のパイロットスタディを実施した。

国土技術政策総合研
究所
建築研究部防火基準
研究室
tel：029-864-4348

436 ＧＮＳＳ測量検討業務
公益社団法人　全国
国土調査協会

一般競争入札 4,515,000 9月11日
ＧＮＳＳ測量を地籍調査に導入するための課
題整理や制度の検証等

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

437
低コスト型下水道整備
等手法の適用可能性
に関する調査業務

（株）日水コン
一般競争入札
（総合評価方
式）

3,675,000 9月11日
低コスト型下水道整備手法及び維持管理手
法を用いた下水道運営や発注・経営方式の
工夫によるコスト縮減効果等の整理

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水道
研究室
tel：029-864-3343

438

街路ネットワーク解析
を含む賑わい歩行
ルート診断の例題作
成業務

スペースシンタックス・
ジャパン（株）

随意契約（企画
競争）

3,494,400 9月11日
１．ケーススタディの実施　２．わかりやすい解
説付き例題の作成

国土技術政策総合研
究所
都市研究部都市施設
研究室
tel：029-864-3949
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439
平成２５年度相模沿
岸域保全手法検討業
務

（一財）土木研究セン
ター

随意契約（公
募）

9,975,000 9月12日

相模沿岸域における土砂移動の連続性確保
の観点から、突堤間の養浜材の挙動把握及
び海岸保全事業の評価資料等の作成を行っ
た。

関東地方整備局京浜
河川事務所海岸課海
岸係
tel:045-503-4012

440

耐震性の不足するマ
ンション等の再生の円
滑化に関する調査業
務

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

随意契約（企画
競争）

15,960,000 9月13日

本業務は、平成25年6月14日に閣議決定さ
れた「規制改革実施計画」を踏まえ、マンショ
ンの再生に係る多角的な観点からの総合的
な検討に向け、老朽化マンションの再生手法
の整理や各再生手法が経済条件等により成
立するエリア・ボリュームの把握、老朽化マン
ションの再生に係る経済効果等の試算、その
他総合的な検討に必要なデータの整理等を

住宅局市街地建築課
マンション政策室市街
地再生係
内線39-644

441

平成２５年度「国際不
動産投資に関する情
報収集及び経済のグ
ローバル化に対応した
不動産市場整備に関
する調査業務」

シービーアールイー
（株）

随意契約（企画
競争）

9,912,000 9月13日

国家間における資金全体のフロー及び不動
産投資資金のフローについて整理・把握する
とともに、不動産投資を主体に資金を運用し
ている海外の機関投資家等を対象にアン
ケート等を行い、日本の不動産への投資意欲
や不動産市場インフラに対する評価、その意
識を生む背景となっている要因等について取

土地・建設産業局参
事官室情報分析係
内線30-244

442

地域公共交通の確
保・維持に関する取り
組み手法の検証調査
～官民等連携による
取り組みの実践～

（株）国際開発コンサ
ルタンツ

随意契約（企画
競争）

7,990,500 9月13日

地域公共交通に関する取り組み手法の内容
を検証し、永続的な地域公共交通ネットワー
クを構築していくための、官民等連携を含めた
関係者の役割分担の再構築のための基礎
データの整理及び事例検証

中部運輸局企画観光
部
交通企画課
tel:052-952-8006

443

鹿児島県肝付町にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

（株）アップス 一般競争入札 6,804,000 9月13日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎
的な情報を整備し、市町村等の負担軽減を
図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

444

中部運輸局管内にお
けるデマンド型交通の
地域特性に応じた運
行形態に関する調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング（株）

随意契約（企画
競争）

5,000,000 9月13日

デマンド型交通導入自治体における課題とそ
の要因を整理、分析し、解決策を取りまとめる
とともに、地域特性や異動需要等の特徴ごと
に適した運行形態をモデルケースとして紹介

中部運輸局企画観光
部
交通企画課
tel:052-952-8006

445
木造・非木造建物の
耐用年数の見直し検
討業務

一般財団法人　公共
用地補償機構

随意契約（企画
競争）

3,465,000 9月13日

公共用地の取得に伴う建物等の移転料算定
に係る諸経費率について、諸経費率の算出
方法及び諸経費率が現状において妥当であ
るか検討を行った報告書。

土地・建設産業局地
価調査課用地調整係
内線30-145
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446

中部地方における受
入環境整備サポー
ター派遣に関する調
査事業

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング（株）

随意契約（企画
競争）

2,569,999 9月13日

日本在住の外国人を受入環境整備サポー
ターとして観光地に派遣し、地域における外
国人の受入環境についての評価及び受入環
境整備が遅れている部分の明確化を行い、
サポーター及び自治体、地元観光事業者等
共同で改善策を作成

中部運輸局企画観光
部
地域振興推進室
tel:052-952-8010

447

平成２５年度 総合的
な交通体系のサービ
ス水準に関する検討
業務

（一財）計量計画研究
所

随意契約（企画
競争）

13,860,000 9月17日

交通サービス水準の観点から総合的な交通
体系の整備を検討する基礎資料として、我が
国の幹線交通機関にかかる運賃・料金体系
の変遷、我が国と諸外国の都市間の交通
サービス水準の変遷と差異、交通サービス水
準を定量化した既存指標の更新と経年変化
の分析を行った。また、今後の評価尺度のあ
り方について検討を行った。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-114）

448
平成２５年度 幹線旅
客流動の現状把握に
関する検討調査

（一財）運輸政策研究
機構

随意契約（企画
競争）

13,800,000 9月17日

平成２７年度に実施予定の第６回全国幹線
旅客純流動調査について、必要な準備を円
滑に進めるとともに的確な実態把握を確実に
行うべく、実施計画素案を作成した。
実施計画素案の検討に資する基礎資料とし
て、我が国における移動行動の傾向及び関
係する市場動向を整理するとともに、海外に
おける類似調査の調査手法や調査の精度や
効率性等に資する技術情報の収集を行っ

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-114）

449

平成２５年度 総合的
な交通体系の定量的
評価に関する検討業
務

（株）ライテック
随意契約（企画
競争）

11,497,500 9月17日

我が国における総合的な交通体系のサービ
ス水準について定量的に把握することを目的
としたシステム「全国総合交通分析システム」
（ＮＩＴＡＳ）について、収蔵情報の効率的な更
新手法を検討・整理した上で、データを更新
するとともに、より精度の高い評価を行うべく、
経路探索手法の高度化について検討を行う
とともに、操作方法のみならず出力結果の算
定方法等も含めた、分かり易いマニュアルの

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-114）
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450
平成２５年度 新たな
総合交通体系構築に
向けた調査検討業務

公益社団法人 日本
交通計画協会

随意契約（企画
競争）

9,418,500 9月17日

交通の観点から国土の現状と課題を抽出・整
理し、社会経済情勢の変化等を踏まえた総
合的な交通体系に資する新たな要請の整理
を行うとともに、中期的・長期的観点から新た
な総合交通体系の構築に向けた施策の方向
性と支店を整理することにより、今後の総合的
な交通体系の構築に関する施策展開に資す
るための調査検討を行った。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-113）

451

平成２５年度島嶼地
域における地球温暖
化に備えた対応方策
のあり方検討業務

日本工営株式会社
随意契約（企画
競争）

3,115,000 9月17日
既往資料及び最新の知見を元に、島嶼地域
における地球温暖化に備えた対応方策のあり
方をとりまとめた報告書

沖縄総合事務局開発
建設部河川課調査係
TEL:098-866-1911

452
奄美群島振興開発基
本方針策定等調査検
討業務

株式会社日本能率協
会総合研究所

一般競争入札 2,037,000 9月17日

奄美群島の振興開発に関する現状と課題を
詳細に把握・検証することにより、その結果を
平成25年度末に期限を迎える奄美群島振興
開発特別措置法の延長・改正及び今後予定
される平成26年度以降の奄美群島振興開
発基本方針の策定等に活用した。

国土政策局
特別地域振興官
奄美振興係
tel：03-5253-8423

453

下水道革新的技術
（管渠マネジメントシス
テム技術）導入促進に
向けた技術資料作成
業務

（公財）日本下水道新
技術機構

一般競争入札
（総合評価方
式）

14,805,000 9月18日
B-DASHガイドライン（管きょマネジメント技術）
策定の補助

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水道
研究室
tel：029-864-3343

454
スマートＩＣの効果・影
響分析手法に関する
検討業務

（財）計量計画研究所
随意契約（企画
競争）

9,996,000 9月18日

スマートＩＣの効果・影響を効果的に分析する
ための、以下の項目を実施
1.整備効果分析手法検討
2.整備効果分析項目との関連に着目した交
通動向等分析手法検討

道路局高速道路課
有料道路利用促進係
tel：03-5253-8500

455
学術団体の国際活動
及び国際会議開催意
向調査業務

（株）沖縄コングレ 一般競争入札 1,554,000 9月18日
都市のマーケティング戦略の策定・高度化等
に繋がる支援実施のため、国際会議の開催
に係る詳細な情報の収集・分析を行う。

観光庁参事官（国際
会議等担当）室
tel：03-5253-
8111(内線27-606)

456

富山県入善町入膳中
央西部その１区域にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

（株）タハラ測量 一般競争入札 11,550,000 9月19日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越
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457

富山県入善町入膳中
央西部その２区域にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

北陸コンサルタント
（株）

一般競争入札 9,135,000 9月19日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

458

表層崩壊予測におけ
る土層厚分布推定の
高度化に関する検討
業務

アジア航測（株）
随意契約（企画
競争）

4,977,000 9月19日

近年発生した表層崩壊発生箇所について、
生産土砂量をH-SLIDER法等の方法で推定
する手法の改良を検討するとともに、生産土
砂量の把握に極めて重要な土層厚分布につ
いて既存データを整理し土層厚分布の特徴

国土技術政策総合研
究所
土砂災害研究部土砂
災害研究室
tel：029-864-2213

459
津波避難時の車両交
通モデル基礎設計業
務

パシフィックコンサルタ
ンツ（株）

随意契約（企画
競争）

3,832,500 9月19日
１．津波避難時の車両交通モデルの基礎設
計
２．学識経験者への意見聴取

国土技術政策総合研
究所
防災・メンテナンス基
盤研究センター建設
経済研究室
tel：029-864-0932

460
静岡県静岡市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業

（有）浅田測量設計事
務所

一般競争入札 3,622,500 9月19日 平成２６年度７月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

461
水上オートバイ適正利
用に向けた利用実態
に関する現地調査

（株）環境風土テクノ 一般競争入札 1,353,450 9月19日

水上オートバイの安全・安心な利用促進を図
るべく、現地調査、水域管理状況調査、ユー
ザー意識調査を行い、その問題点を取り纏め
た報告書

海事局船舶産業課
ｔｅｌ：03-5253-8634

462
平成２５年度民間住
宅ローンの実態に関す
る調査

株式会社アストジェイ 一般競争入札 1,216,950 9月19日

本調査は、市場における民間金融機関の住
宅ローンの供給状況を把握するために行うも
のである。国民の計画的な住宅取得を円滑
に実現していく観点から、どのような住宅ロー
ンが市場に供給されているかを把握すること
は、住宅政策上重要である。このため、住宅
ローンを実際に供給している民間金融機関に
対し、その実態に関する調査を行うものであ

住宅局総務課民間事
業支援調整室金融業
務係
内線39-727

463
ＣｏｍｍｏｎＭＰ流総計
画モデルの機能改良
業務

（株）建設技術研究所
随意契約（少額
随契）

966,000 9月19日
CommonMP流総計画モデルの機能改良、操
作説明書修正

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水道
研究室
tel：029-864-3343
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464

平成２５年法人土地・
建物基本調査復元倍
率の検討及び結果集
計等業務

公益財団法人　統計
情報研究開発セン
ター

随意契約（企画
競争）

14,839,440 9月20日

平成25年に実施した法人土地・建物基本調
査について、結果集計に用いる集計用復元
倍率（乗率）の設定基準の検討、調査結果の
精度向上に向けた方策の検討、集計結果表
の作成及び検証等を実施した。

土地・建設産業局参
事官室主査
内線30-242

465
鉄道と沿線開発の一
体的整備及び駅資産
活用等に関する調査

日本コンサルタンツ
（株）、（株）三菱総合
研究所

随意契約（企画
競争）

10,999,900 9月20日

日本の鉄道整備と一体的な沿線開発や駅資
産活用の事例、関係する行政面の制度を整
理し、それらを海外展開するための考え方や
留意点を取りまとめた。

鉄道局国際課
tel：03-5253-8111
(内40793)

466
官庁施設の被災状況
に関する情報収集等
の効率化方策検討業

（株）ファインコラボ
レート研究所

随意契約（企画
競争）

6,825,000 9月20日
官庁施設の被災状況に関する情報を正確か
つ迅速に集約するための方策について調査
及び検討を行った。

官庁営繕部計画課
tel：03-5253-8234

467
調布市深大寺・佐須
地域の農地等の保
全・活用実証調査

調布市
随意契約（企画
競争）

6,268,900 9月20日

調布市の深大寺・佐須地域における都市農
地等の保全・活用計画について、その計画策
定過程での行政・市民・農家の相互理解や
課題、農業用水路の保全・活用のあり方につ
いて農家への個別ヒアリング等を踏まえ検討
するとともに、都市農地等の保全・活用におけ
る課題について検討した結果についてとりまと

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

468

平成25年度下水道の
効果的・効率的な事
業の推進に関する検
討

（株）建設技術研究所
随意契約（企画
競争）

5,985,000 9月20日
中部地方下水道中期ビジョンフォローアップ
のアンケート調査、調査結果の整理・分析

中部地方整備局
建政部都市整備課
下水道係
tel:052-953-8573

469
地域鉄道の再生・活
性化モデル事業の検
討調査

ランドブレイン（株）
随意契約（企画
競争）

4,991,700 9月20日

モデル事業の実施によって得られた成果やノ
ウハウを、最終的に他の事業者にも展開し地
域鉄道の活性化につなげていくことを念頭に、
効果の分析を行った。

鉄道局鉄道事業課地
域鉄道支援室
tel：03-5253-8111
(内40664)

470

平成２５年度『地域に
おける「家族の時間づ
くり」プロジェクト』におけ
る効果検証（アンケー
ト調査）業務

（一財）輿論科学協会 一般競争入札 993,300 9月20日
大人と子どもの「休暇のマッチング」の取り組
みを行う地域に対して、その効果や課題につ
いてアンケート調査を実施した。

観光庁観光地域振興
部観光資源課
tel：03-5253-
8111(内線27-809)

471
平成25年度低潮線保
全区域衛星画像作成

国際航業株式会社 一般競争入札 26,250,000 9月24日
我が国の排他的経済水域等の根拠となる低
潮線の保全を図るための基礎資料として、衛
星画像による海岸線の把握を行った。

水管理・国土保全局
砂防部保全課海岸室
tel:03-5253-
8111(内線：36333)
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472
新たな住生活基本計
画の全国的な推進に
係る検討調査

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

随意契約（企画
競争）

6,972,000 9月24日

本業務では、新たな住生活基本計画の全国
的な推進に係る
１） 都道府県・市町村における住生活基本計
画の策定・見直しの状況及び策定効果、地方
住宅行政における役割等の整理・分析
２） 市町村等の空き家調査の実施状況の把
握・分析及び「空き家調査マニュアル」の改訂
３） 最低居住水準等との関連を踏まえた賃貸
住宅の現状等の整理・分析
４） 報告書の作成
を行うこととしている。

住宅局住宅政策課調
査係
内線39-244

473
都市緑化樹木の形状
計測による重量推定
業務

地圏総合コンサルタン
ト・中庭測量コンサルタ
ント設計共同体

随意契約（企画
競争）

5,985,000 9月24日

非破壊でＣＯ２固定量算定式を策定するため
に、検証木を伐採して測量の制度を検証した
うえで、樹木の形状を測定し３次元モデルを
作成して体積を推定後、重量を把握した。

国土技術政策総合研
究所
防災・メンテナンス基
盤研究センター緑化
生態研究室
tel：029-864-2742

474
北海道における離島
ツーリズム促進に関す
る調査業務

（株）近畿日本ツーリ
スト北海道

随意契約（少額
随契）

950,000 9月24日

離島の観光客減少に対して、観光による地域
振興、公共交通機関及び離島航路の利用促
進を図るために調査を実施し効果的な離島
ツーリズムの促進策を検討した報告書

北海道運輸局総務部
会計課調度管財係
tel：011-290-2713

475

非住宅建築物の省エ
ネ性能等に関する実
態把握及び調査・分
析業務

株式会社三菱総合研
究所

随意契約（企画
競争）

15,991,500 9月25日

民生部門（住宅）や業務部門（建築物）におけ
るCO2排出量は、全排出量の約3分の1を占
めることに加え、1990年から2010年までに約
4割増加している状況にある。そのため、CO2
排出量の伸びの大きい民生部門（住宅）や業
務その他部門（建築物）における対策を抜本
的に強化することが必要である。こうした中、
2013年6月14日に閣議決定した日本再興戦
略において、2020年までに新築住宅・建築物
について段階的に省エネ基準への適合を義
務化し、これに向けて円滑な実施のための環
境整備に取り組む、と位置付けられたところで
ある。
本業務においては、非住宅建築物の省エネ

住宅局住宅生産課省
エネ・住宅担当係
内線39-464
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476

平成２５年度　ミャン
マー連邦共和国ヤン
ゴン・マンダレー高速
道路改修調査業務

平成２５年度　ミャン
マー連邦共和国ヤン
ゴン・マンダレー高速
道路改修調査業務企
画競争共同提案体

随意契約（企画
競争）

14,994,000 9月25日

１．高速道路改修計画検討のための調査
２．改修方法の提案
３．カウンターパート（ミャンマー連邦共和国政
府等）との協議および協議資料の作成

道路局企画課国際室
tel：03-5253-8906

477

住宅の省エネルギー
性能の水準に関する
実態把握及び調査・
分析業務

株式会社砂川建築環
境研究所

随意契約（企画
競争）

13,980,000 9月25日

本事業は、住宅生産者の供給する住宅の断
熱水準、導入設備等を把握することにより、そ
の省エネルギー性能の分布状況を把握し、
省エネルギー基準に係る施策検討の資とす
ることを目的とする。

住宅局住宅生産課省
エネ・住宅担当係
内線39-464

478

平成２５年度　大震災
発生後における中央
政府機関等の活動と
連携等に関する調査

一般財団法人日本開
発構想研究所

随意契約（企画
競争）

11,991,000 9月25日

首都直下型地震を念頭においた中央政府機
関の機能の維持・継続のあり方や、中央政府
機関の分散の可能性、危機管理機能の中枢
の優先移転の規模等の検討に資することを
目的に、東日本大震災発生後の関係省庁と
民間の各種業界等の活動について調査・整

国土政策局
総合計画課地域・移
転班
03-5253-8365

479
LCCの参入効果分析
に関する調査研究

ＬＣＣの参入効果分析
に関する調査研究三
菱総合研究所・日本
空港コンサルタンツ共
同提案体

随意契約（企画
競争）

9,996,000 9月25日

LCCの路線参入効果の定量分析、LCC参入
による他モードへの影響分析、LCCを活用し
た地域活性化に関するケーススタディを調査
した。

国土交通政策研究所
研究担当
Tel：03-5253-8816

480
平成２５年度 カザフス
タン共和国ＩＴＳプロ
ジェクト調査業務

カザフスタン共和国ＩＴ
Ｓプロジェクト調査業務
共同提案体（代表者
中日本高速道路
（株））

随意契約（企画
競争）

9,985,500 9月25日

カザフスタン共和国における道路整備に係る
課題解決に貢献するとともに、有料道路やITS
の導入に向けて本邦企業の参画や本邦技術
の適用について検討し、現実的な解決策を組
み込んだ事業計画の策定・提案を行い、報告
書をとりまとめた。

総合政策局海外プロ
ジェクト推進課
プロジェクト推進担当
tel：03-5253-8315

481

平成２５年度　東南ア
ジアにおける道路分野
プロジェクト案件の発
掘・形成調査業務

平成２５年度東南アジ
アにおける道路分野プ
ロジェクト案件の発掘・
形成調査業務建設技
術センターセントラルコ
ンサルタント国際建設
技術協会共同提案体

随意契約（企画
競争）

9,975,000 9月25日
１．案件発掘・案件形成調査
２．本邦企業が対象プロジェクトを受注するた
めの今後の方針の策定

道路局企画課国際室
tel：03-5253-8906
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482
地震動分布表示シス
テム改良業務

日本工営（株）
随意契約（企画
競争）

9,838,500 9月25日

国土交通省の強震観測記録に加え、他機関
による強震観測の記録を利用し、発生地震の
地震動分布を作成する｢地震動分布表示シ
ステム｣について、演算速度の高速化などの
改良を行うとともに構造物被害推測結果の表
示機能を追加する改良を行った。

国土技術政策総合研
究所防災・メンテナン
ス基盤研究センター
国土防災研究室
tel：029-864-3245

483
平成２５年土地保有
移動調査業務

一般財団法人　土地
情報センター

一般競争入札 8,169,000 9月25日
平成25年土地保有移動調査を実施し、集計
を行った。

土地・建設産業局参
事官室主査
内線30-242

484

平成２５年度 東京都
（狛江市）地区ユニ
バーサル社会に対応
した歩行者移動支援
に関する現地事業実

特定非営利活動法人
ＮＰＯサポートセンター

随意契約（企画
競争）

7,969,500 9月25日

東京都狛江市地区において歩行者移動支援
サービスを導入し、次年度以降も継続的に
サービス提供をする運用体制や、ビジネスモ
デルを構築するための現地事業を実施した。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

485

平成２５年度 高度な
技術を有する技能者
の活用・育成推進に係
る検討業務

（一財）先端建設技術
センター

随意契約（企画
競争）

7,875,000 9月25日

高度な技術を要する技能者の育成プログラム
（案）の妥当性を確認するための効果検証方
法の検討および妥当性確認、高度技能者情
報を活用するための情報システムに登録す
べき技能者の検討および情報収集を行った。

総合政策局公共事業
企画調整課
計画係
tel:03-5253-8111

486
空地の発生消滅の要
因分析と将来動向に
関する調査業務

(株)都市環境研究所
随意契約（企画
競争）

6,877,500 9月25日
空地の発生消滅の要因およびメカニズム分
析をおこない、将来予測を行うとともに、空地
の暫定利用の方法について事例調査した。

国土交通政策研究所
研究担当
Tel：03-5253-8816

487
地中熱の蓄採熱及び
空調制御に関する数
値解析業務

みずほ情報総研（株）
随意契約（企画
競争）

5,953,500 9月25日

地中熱の蓄採熱及び空調制御に関する数値
計算プログラムについて作成・拡張を行うとと
ともに、ケーススタディを実施し、地中熱利用
技術の効果に関する資料を作成したものであ
る。

国土技術政策総合研
究所
建築研究部環境・設
備基準研究室
tel：029-864-4356

488

空き家等の有効活用
による既存住宅流通
市場の活性化に向け
た情報提供に関する
調査

三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

随意契約（企画
競争）

5,000,000 9月25日

本業務は、地方公共団体における空き家の
有効活用の先進的な事例について情報提供
し、空き家の有効活用に向けた地方公共団
体の取組を促すとともに、空き家等の既存住
宅を売買しようとする消費者が地方公共団体
の相談窓口において必要な助言を受けられる
よう、マニュアルの取りまとめを行うものであ

住宅局住宅政策課住
宅市場整備係
内線39-216
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489

屋敷林や都市農地の
保全に向けた評価分
析と評価に応じた保全
策検討調査

杉並区
随意契約（企画
競争）

4,907,259 9月25日

屋敷林や農地の計画的な保全のための「杉
並区緑地保全方針」の策定に向けて、区内の
屋敷林や農地の評価や、専門検討会による
みどりの評価や有効な保全・活用策について
の検討により、土地所有者がみどりを残しつつ
土地活用を促進できるような保全方針の検
討を行った結果についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

490

平成２５年度 ミャン
マーにおける建設・不
動産分野の法律・制
度整備支援に向けた
我が国のプレゼンス強
化業務

日本工営（株）
随意契約（企画
競争）

4,830,000 9月25日

ミャンマーにおける今後の建設・不動産分野
の法律・制度整備支援に向けた情報交換・共
有のためのワークショップを企画・立案し、また
開催することにより、今後の同国での同分野
における法律・制度整備支援に係る我が国の
プレゼンス強化を図ることを目的とした報告書
のとりまとめを行った。

総合政策局国際政策
課経済連携担当
tel：03-5253-8314

491
地域の活性化のため
の不動産再生促進に
関する業務

（株）日本経済研究所
随意契約（企画
競争）

18,900,000 9月26日

「地域の活性化のための不動産の促進」
・老朽・低未利用不動産の再生等を通じた地
域活性化を支援するため、活用可能な事業
手法や実現に向けた課題に関するケーススタ
ディ等を行う。これにより最適な再生事業モデ
ル及び資金調達モデルを抽出し、併せて、実
現に向けての課題を整理するものである。

土地・建設産業局不
動産市場整備課土地
取引係
内線30-434

492
地域公共交通の維
持・活性化に関する調
査研究

（株）公共計画研究所
随意契約（企画
競争）

9,996,000 9月26日
諸外国の地域公共交通の在り方についての
考え方や地域公共交通に係る制度の具体的
な枠組み等について調査した。

国土交通政策研究所
研究担当
Tel：03-5253-8816

493

平成２５年度下水処
理場における一酸化
二窒素排出量推定に
関する調査業務

新日本環境調査（株）
随意契約（企画
競争）

5,985,000 9月26日

下水処理プロセスから排出される一酸化二窒
素（以下、N2O）の量を把握するため、連続モ
ニタリングとスポットサンプリングを用いて、各
反応槽におけるN2O発生量の算出と関連する
水質分析および処理場の運転管理状況の情
報収集整理を行った。

国土技術政策総合研
究所
下水道研究部下水処
理研究室
tel：029-864-3933

494

中古住宅の市場供給
量増加に向けた関係
主体の意識調査に関
する調査業務

(株)ニッセイ基礎研究
所

随意契約（企画
競争）

5,670,000 9月26日
中古住宅流通活性化に向けた課題を整理
し、中古住宅流通の関係主体の意識に関し
て調査した。

国土交通政策研究所
研究担当
Tel：03-5253-8816

495

鉄道に関する技術上
の基準を定める省令
第87条（施設及び車
両の保全）等に関する
調査検討

（一社）日本鉄道施設
協会

一般競争入札 5,182,499 9月26日

鉄道に関する技術上の基準を定める省令第
87条（施設及び車両の保全）等の基準運用
上の問題点及び課題に対応するための調査
検討を行ったもの。

鉄道局技術企画課
tel:03-5253-8111
（内40732)
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496
下水道機械設備工事
における労務費調査
業務

社会システム（株） 一般競争入札 971,250 9月26日
機械設備労働者の設計労務者単価を決定
するための事前調査として賃金実態調査を行
い、設計労務者単価の基礎資料を作成した。

水管理・国土保全局
下水道部下水道事業
課
tel:03-5253-

497

平成２５年度 静岡県
（下田市）地区ユニ
バーサル社会に対応
した歩行者移動支援
に関する現地事業実

（株）ティー・ゲート
随意契約（企画
競争）

7,980,000 9月27日

静岡県下田市地区において歩行者移動支援
サービスを導入し、次年度以降も継続的に
サービス提供をする運用体制や、ビジネスモ
デルを構築するための現地事業を実施した。

総合政策局総務課政
策企画官（総合交通
体系担当）
tel:03-5253-8111
（内線53-115）

498

平成２５年度 建設機
械における適正なバイ
オディーゼル燃料の使
用に関する検討業務

日本工営（株） 一般競争入札 6,825,000 9月27日

バイオディーゼル燃料の長期保管による性状
への影響について調査した。
建設現場でのバイオディーゼル燃料の使用
実態について調査した。
バイオディーゼル燃料に関する既往研究につ
いて調査した。

総合政策局公共事業
企画調整課
環境技術係
tel:03-5253-8111

499
高効率の建物内電力
網に関する調査研究

国立大学法人筑波大
学

随意契約（公
募）

2,730,000 9月27日

建物の電気設備の更なる高効率化を図るた
め、新たな給電方式を検討することを目的と
し、蓄電池等の特性を把握するとともに、最新
の技術動向について調査したのもである。

国土技術政策総合研
究所
建築研究部環境・設
備基準研究室
tel：029-864-4356

500

ASEAN地域における
港湾物流円滑化に向
けた港湾関連手続き
の簡素化・電子化促

（一財）国際臨海開発
研究センター、（株）三
菱総合研究所

随意契約（企画
競争）

44,331,000 9月30日

ミャンマーに対する港湾関連手続きの簡素
化・電子化を図るため、ミャンマーにおける現
状の調査等を行い、港湾関連手続きの簡素
化・電子化促進を検討

港湾局港湾経済課国
際企画係
tel：03-5253-8111

501
幹線鉄道の高速化・
利便性向上に向けた
調査

（一財）運輸政策研究
機構、社会システム
（株）

随意契約（企画
競争）

9,990,229 9月30日

全国の幹線鉄道の現状について分析を行うと
ともに、幹線鉄道が果たすべき役割について
検討し、今後の政策のあり方の検討に資する
基礎資料の作成を行った。

鉄道局幹線鉄道課
tel：03-5253-8111
(内40333)

502
市街地における低未
利用緑地等有効活用
推進実証調査

柏市
随意契約（企画
競争）

6,977,859 9月30日

柏市において空き地等の低未利用地の有効
活用を図っている「カシニワ制度」をモデルとし
て、その活用可能性や具体の活用方策につ
いて検討を行うとともに、市民との協働による
低未利用地等の活用手法についての検討を
行った結果についてとりまとめた報告書。

都市局
公園緑地・景観課
緑地環境室
緑地環境政策調整係
03-5253-8111
（ex.32965）

4,981,005,976


